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事業事前評価表

独立行政法人国際協力機構（JICA）人間開発部保健第四課

国　名：スリランカ民主社会主義共和国

案件名：非感染性疾患対策強化プロジェクト

Project for Enhancement of Non-communicable Diseases Management

（１）当該国における保健セクター／非感染性疾患対策の現状と課題

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）は、高齢化や生活習慣の変

化に伴い、1980 年代から心血管病などの非感染性疾患（Non-Communicable Disease：NCD）

が死亡原因として感染症を上回り、2007 年保健医療統計（Annual Health Statistics）では病院

における５大死因
1
のすべてが NCD に起因している。心血管疾患や糖尿病の年齢調整死亡率

は、経済協力開発機構（OECD）諸国の 2 ～ 4 倍高く、特に労働人口である若年層男性の死

亡率が高いとされ、経済発展の観点からも NCD 対策は重要な課題になっている。

このような背景の下、スリランカ政府は、JICA 技術協力プロジェクト「健康増進予防医療

サービス向上プロジェクト」（2008 ～ 2013 年）での経験を基に、血圧、血糖値などの測定に

よる心疾患、糖尿病などの高リスクグループを特定する健診活動及び NCD に関する健康教育

を行う「健康生活スタイルセンター（Healthy Lifestyle Centre：HLC）」を全国の医療機関に設

置する事業により予防対策・健診の展開を進めている。一方で、健診により NCD の高リスク

者の発見が多くなることが見込まれているものの、NCD の診断や治療を行うことが適してい

る２次医療施設に十分な設備と人材が整備されていないために、わざわざ遠くの検査機材や

専門医が存在する３次医療施設へ疑い患者を移送せざるを得ない現状があり、NCD 管理を進

めるためには、診断検査機材と専門医が整った２次医療施設の強化が重要となっている。ま

た、健診を行う HLC や健診以外で疑い患者が見つかる１次医療施設と、診断・治療を行う２

次医療施設との患者紹介や逆紹介
2
のための連携の強化が課題となっている。

また、スリランカの保健サービスは公的医療施設にて医薬品を含む医療が無償提供されて

いることからアクセスが良好である一方で、実際の基礎検査・医薬品は医療施設における在

庫がないことにより医療施設近隣の薬局において自費で購入せざるを得ないことが散見され、

特に NCD においてその傾向が顕著であり、公立病院における NCD に対する継続的な服薬治

療の管理という点で脆弱性が指摘されている。このため、必要な医薬品が必要な病院に適正

量保管されることが NCD 管理に求められている。

これらのことから、今後 HLC の本格的な健診活動の進展に従って増加することが見込まれ

る NCD 高リスク者に対して、引き続き診断・治療が円滑に行われることにより、健診・診

断・治療及びフォローアップとつながる１次・２次医療施設における NCD 管理の質を向上さ

1
　１位から順に虚血性心疾患、悪性新生物、肺性心疾患、脳血管疾患、消化器疾患。

2
　 NCD 管理においては、例えば２次医療施設で診断を行い、継続的な服薬治療などは患者の近くの医療施設にて治療を行うことが

想定される。

１．案件名

２．事業の背景と必要性
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せることが喫緊の課題になっている。

（２）当該国における保健政策と本事業の位置づけ

国家開発計画「マヒンダ構想（マヒンダ・チンタナ）（2010 ～ 2016 年）
3
」は、ミレニアム

開発目標の指標にみられるような教育や保健医療分野におけるスリランカのこれまでの取り

組みと達成度合いを踏まえ、「今後とも途上国の保健医療分野において主導的な役割を継続

する。」としており、財政の観点からは、2013 年度予算
4
において、教育・保健経費予算額を

2011 年の 371 億ルピー（開発予算の 9.1％）から 2013 年は 596 億ルピー（同 11.3％）への増

加を見込むなど、社会開発分野への投資を強化している。

このうち、今後の取り組みとして、高齢化や疾病構造の変化に伴い増加傾向にある NCD 及

び女性や子どもといった脆弱集団のニーズへの対応を保健・医療分野の重点課題と位置づけ

ている。NCD対策強化として、集団アプローチ
5
による危険因子への介入や、費用対効果の高

い高リスクグループへのスクリーニングの実施、医薬品の適切な処方、保健医療施設におけ

る生活習慣改善をめざした個別カウンセリングなどを具体例として挙げ、バランスのとれた

１次・２次・３次予防
6
の必要性が強調されている。本事業は、NCD 対策のなかでも、１次・

２次予防の強化改善を進めるものとして位置づけられる。

（３）保健セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

スリランカに対する援助方針を示した国別援助方針（2012 年 6 月）は、援助重点分野とし

て、経済成長の促進、後発開発地域の開発支援、脆弱性の軽減の 3 点を挙げている。このう

ち、社会サービス基盤の体制整備の遅れをスリランカの脆弱性とし、保健・医療分野を中心

に改善支援を行うとしている。

JICA は、開発調査「保健医療制度改善計画」（2002 ～ 2003 年）及び「保健システム管理計画」

（2005 ～ 2007 年）を実施し、NCD 対策強化を盛り込んだ保健システム改革のための政策提言

を行った。これを踏まえ、スリランカは保健政策である「保健マスタープラン」を策定する

に至った。

さらに、JICA は技術協力プロジェクト「健康増進予防医療サービス向上プロジェクト」

（2008 ～ 2013 年）において住民に対する健診活動や保健指導及び健康増進活動を中心とした

NCD 予防モデルを構築し
7
、円借款事業「地方基礎社会サービス事業」（2012 年 3 月 28 日貸付

契約調印）では、対象州での NCD 早期発見及び早期治療の強化を通じた NCD 対策強化をめ

ざしている。

このような背景から JICA は、スリランカの開発課題を把握・分析した国別分析ペーパーに

おいて、脆弱性の軽減のための社会基盤整備の一環として保健医療分野で、「NCD 予防と管

3
　Department of National Plannin, 2010. ‘Mahinda Chintana: Vision for the Future, The Development Policy Framework’

4
　Table IV: Summary of the Budget (2011-2013),  Supporting Documents and Technical Notes to the Budget Speech 2013

5
　 「健康障害を起こす危険因子を持つ集団のうち、より高い危険度を有する者に対して、その危険を削減することによって疾病を予

防する方法を高リスクアプローチ（High risk approach）と呼び、集団全体で危険因子を下げる方法を集団アプローチ（Population 
approach）と呼ぶ」（厚生労働省「健康日本 21」総論 第３章 第２節）

6
　１次予防：健康増進、疾病予防　２次予防：早期発見、早期治療　３次予防：リハビリテーション

7
　 本プロジェクトの成果により、スリランカ政府は HLC を全国の医療機関に設置する事業を進め、HLC において NCD 予防対策・

健診の展開を独自に進めている。
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理の強化」及び「効率的な病院管理体制の構築」を通じて、「疾病構造の変化に対応した、持

続可能な保健医療システムの確立」を協力プログラムとしている。NCD 予防と管理の強化に

おいては、深刻化する NCD 対策を強化すべく、予防、早期発見及び早期治療に対応できる体

制を整備する方向性である。

（４）他の援助機関の対応

世界銀行が保健セクター開発計画（Health Sector Development Project：HSDP）として保健

医療セクター全体への支援を行っている。

世界保健機関（WHO）はスリランカ国別協力計画において NCD 対策を優先戦略のひとつ

と定め、NCD 対策全般に対し、技術的助言を行っている。

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業はスリランカ国 4 州（中央州、東部州、北西部州、サバラガムワ州）で２次医療施

設（基幹病院）を対象とし、１次・２次医療施設連携によって高リスク者への診断・治療を

促進する NCD 管理強化、診断・治療が必要な２次医療施設で行われるための医薬品管理改

善、NCD 患者の分布や動向理解により NCD 施策を改善につなげるサーベイランスシステム
8

構築、を行うことにより、２次医療施設を中心とした健診から診断・治療への移行の円滑化

と継続的な医療の提供を進めるための NCD 管理モデルの構築を図り、将来的には全国での管

理モデル展開をめざした NCD 対策の強化に寄与するものである。

（２）プロジェクトサイト／対象地域名

コロンボ（保健省）及び 4 州 4 県（北西部州クルネガラ県、中央州キャンディ県、サバラ

ガムワ州ケゴール県、東部州バティカロア県）に存在する対象２次医療施設（基幹病院）の

診療圏

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）

・ 保健省 NCD 対策課技術スタッフ　約 7 名

・ 対象 4 州 4 県の NCD 担当医官（以下、「MO/NCD」と記す）各 1 名、4 県で 4 名

・ 対象 4 基幹病院の医療従事者（病院管理者、専門医、薬剤部職員など）各 10 名

4 基幹病院合計 40 名程度

・ 対象 4 基幹病院と連携する HLC 従事者（医師・看護師）各 2 名

4 基幹病院各 5 HLC で合計 40 名程度

・ 4 基幹病院診療圏住民（約 110 万人）
9

8
　対象疾患対策に係る情報を収集・集約し、当該情報に基づき対策の改善などを行う一連の制度枠組み。

9
　 スリランカ政府側により健診制度の定着が進められているため、健診受診率は現時点では明確ではないが、前身の「健康増進・

予防医療プロジェクト」の経験・成果を踏まえ、健診・診断・治療が軌道に乗った時点での裨益者を以下のとおり試算する。

受益者（1 年当たり）：健診受診者：6.6 万人、診断・治療対象者：0.2（万人）

対象診療圏人口 110 万人×健診対象人口 30% ×健診受診率 20%（毎年）×受診者のうち高リスクの確率 3% ＝ 0.2（万人）

３．事業概要
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（４）事業スケジュール（協力期間）

2013 年 9 月～ 2017 年 8 月を予定（計 48 カ月）

（５）総事業費（日本側）

約 3.3 億円（概算）

（６）相手国側実施機関

・ スリランカ保健省保健サービス局（計画課、NCD 対策課）

・ プロジェクト対象州・県保健局

・ 対象県所在 4 基幹病院

（７）投入（インプット）

１）日本側

・ 専門家（チーフアドバイザー、NCD 管理、疫学、医薬品ロジスティクス、保健情報シス

テム）

・ 現地活動費（ワークショップ、研修、会議費、現地専門家）

・ 資機材（情報処理機材等）

・ 本邦研修（保健省・保健局 NCD 対策官：NCD 管理、対象病院管理者：病院管理）

２）スリランカ側

・ カウンターパート配置

プロジェクトディレクター：保健省次官

プロジェクトマネジャー：保健省計画課長

そ の他（保健省・医療局長補、公衆衛生サービス局長補、教育・訓練・研究局長補、非

感染性疾患対策課長ほか）

・ プロジェクト執務室及び設備

・ 執務室運営経費

・ 関税・付加価値税、税関措置費用、供与機材に要する保管・輸送費用

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

１）環境に対する影響／用地取得・住民移転

①　カテゴリ分類：C
② 　カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該

当せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。

２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減

特になし

３）その他

特になし
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（９）関連する援助活動

１）わが国の援助活動

・ 技術協力プロジェクト「健康増進・予防医療サービス向上プロジェクト（2008 ～ 2013 年）」

により、住民に対する健診活動、保健指導及び健康増進活動を中心とした NCD 予防モデ

ルの構築・展開が行われた。同プロジェクトで整備されてきた NCD 予防モデルによる健

診と、基幹病院における治療への連係及び治療後フォローアップの強化を本事業で取り

組むこととなる。

・ 円借款事業「地方基礎社会サービス改善事業」（2012 年）において「疾病構造の変化に

対応すべく、対象州での NCD の早期発見及び早期治療（２次予防）の強化を通じて、非

感染性疾患対策能力を強化する」ことを目的に、①国立必須医薬品製造センター改善、

②２次医療施設（基幹病院）改善、③リファラル体制強化が行われている。本事業では、

本円借款により改善される基幹病院を対象として実施されるものである。

２）他ドナー等の援助活動

・ 世銀は「第１次保健セクター開発計画（2004 ～ 2010 年）」において、保健省及び各州保

健局に対し、約 9,600 万ドル予算規模で医療サービスの質の向上や公正なアクセス向上

をめざした保健医療セクター全体の改善を支援した。2013 年 3 月には約 2 億ドルの「第

２次保健セクター開発計画（2013 ～ 2018 年）」の実施を承認。HLC での NCD 健診推進

などを図る予定であり、本事業による治療体制構が NCD 対策制度を総体的に強化する相

乗効果が見込まれる。

・ WHO は、スリランカ保健省に対し技術的助言を行うなど重要な役割を果たしており、現

行の国別協力戦略（2012 ～ 2017 年）において NCD 対策を優先戦略のひとつと定め、最

推奨策（Best Buy）の推進、マルチセクターによる NCD 予防・管理アプローチの推進を

進めている。また、5 年ごとに危険因子サーベイランス（STEPwise approach to chronic 
disease risk factor surveillance）の実施を支援しており、2013 年に 2 回目が実施される予

定である。本事業における指針づくり、及び、より頻度の高いサーベイランス体制構築

に際し、技術的な観点から協力を進める必要がある。

（１）協力概要

１）上位目標： HLC 並びに１次及び２次医療施設を含む包括的な NCD10
管理が全国で実施さ

れる。

（指標）

・ 全州において XX％以上の２次医療施設が NCD 管理のためのガイドラインに沿った

NCD 管理を行う。

２）プロジェクト目標： 対象 4 州 4 県の対象地域において、全国に応用可能な HLC 並びに１

次及び２次医療施設を含む NCD 管理モデルが開発・実施される。

10
　本プロジェクトにおける NCD は、糖尿病、高血圧症、脂質異常症を対象とする。

４．協力の枠組み
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（指標）

・ 基幹病院等の２次医療施設を含めた NCD 管理モデルのためのガイドラインやマニュア

ルなどが発行される。

・ １次医療施設の NCD 患者のうち、専門医による治療が必要な患者の XX％以上が適切

な治療を対象基幹病院で受ける。

・ NCD サーベイランス結果が分析され、NCD 予防戦略に反映される。

３）成果及び活動

成果１： HLC と対象基幹病院においてトータルリスクアセスメント
11
による NCD 管理が

強化される。

（指標）

1-1　 HLC で発見された XX％以上の高リスク者や患者が NCD 予防ガイドラインに沿っ

て適切にフォローされる。

1-2　 XX％以上の MO/NCD が NCD 予防ガイドラインに沿って定期報告書を期限内に提

出する。

1-3　 資源有効活用のための基幹病院、HLC その他の保健医療施設間でのネットワークが

構築される。

（活動）

1.1　 1 次医療施設の患者や HCL のスクリーニングで発見された高リスク者のフォロー

アップシステムが開発される。

1.1.1　 HLC のスクリーニング後に更なる検査や治療が必要とされた高リスク者及び患

者の健康指導に対するコンプライアンスに関する状況分析を行う。

1.1.2　 HLC のスクリーニングで発見された高リスク者や患者のフォローアップ制度を

構築することを目的としたオペレーショナルリサーチの計画を作成する。

1.1.3　オペレーショナルリサーチの実施と評価を行う。

1.1.4　 1.1.3 の結果を基に HLC スクリーニングで発見された高リスク者及び患者のフォ

ローアップのためのガイドラインを作成する。

1.1.5　対象地域においてフォローアップ制度を実践する。

1.2　 対象地域において限定された資源の効率化のための基幹病院、HLC その他の保健医

療施設間でネットワークを構築する（例えば検査、情報交換など）。

1.2.1　対象地域でネットワークのためのパイロットモデルを作成する。

1.2.2　対象地域にてパイロットモデルを実施する。

1.2.3　パイロットモデル実施結果を検証する。

1.2.4　対象州の他地域へ拡大する計画を策定する。

1.2.5　対象州の対象地域におけるネットワークを構築する。

1.3　対象県の MO/NCD のモニタリング能力を強化する。

1.3.1　MO/NCD による HLC 等での NCD 対策モニタリング制度の現状を検証する。

1.3.2　 1.3.1 の結果を踏まえ、MO/NCD のモニタリング制度をモニタリング試行モデル

11
　血圧、血中脂質、BMI、喫煙・飲酒習慣など NCD に関連する危険因子を総合的に勘案する方法。
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として改定する。

1.3.3　試行モデルを対象県で実施する。

1.3.4　対象県において MO/NCD のモニタリング活動を評価するための定期会合をもつ。

1.3.5　MO/NCD 向けの指針及び研修モジュールを改定する。

1.3.6　対象 4 県においてモニタリング制度に関する MO/NCD 研修を実施する。

成果２：対象基幹病院において必須医薬品と医療資材の在庫管理が強化される。

（指標）

2-1　対象基幹病院において新しい在庫管理電子システム
12
が在庫管理に活用される。

2-2　 対象基幹病院において必須医薬品と医療資材の在庫切れや期限切れ在庫の発生する

頻度が○○％減少する。

（活動）

2.1　対象基幹病院における必須医薬品及び医療資材管理の状況分析を実施する。

2.2　対象基幹病院における必須医薬品及び医療資材の電子管理システムを開発する。

2.2.1　必須医薬品及び医療用品管理の電子管理システム案を作成する。

2.2.2　対象基幹病院において 2.2.1 案を試行する。

2.2.3　2.2.2 の結果に基づき、システムを最終化する。

2.2.4　対象基幹病院の全関係職員に対し、電子管理システムに関する研修を実施する。

2.2.5　対象基幹病院において最終化した電子管理システムを実施する。

成果３：NCD サーベイランスシステムが構築される。

（指標）

3-1　 国のトレンドをみるために、高血圧、糖尿病、脂質代謝異常症の発生状況が年ごと

に NCD 課に報告される。

3-2　報告された情報を基として、政策、指針、手引きの策定又は改訂に活用される。

（活動）

3.1　NCD 危険因子サーベイランスシステム試行モデルを策定する。

3.2　試行モデルを改善するために対象地域において実施する。

3.3　 3.2 のサーベイランス結果を基に NCD 予防戦略など必要な対策の改善に資するため

のフィードバックの仕組みを開発する。

3.4　3.2 及び 3.3 の結果を踏まえ、システムの最終化を実施する。

成果４：NCD 管理モデル活動を全国展開するための計画がまとめられる。

（指標）

4-1　 基幹病院等の２次医療施設を含めた NCD 管理モデルのためのガイドラインやマ

12
　 紙ベースで実施されている在庫管理を、MS エクセルなど簡易かつ汎用されるソフトウェアを用いて改善を進めるためのシステ

ム。
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ニュアル等の必要文書が保健省により準備される。

4-2　4-1 で準備された文書類が○年○月までに保健省によって承認される。

（活動）

4.1　対象地域における NCD 管理のためのプロジェクト活動の達成状況を検証する。

4.2　 医薬品管理システムを含む HLC と基幹病院間における NCD 管理モデルが全州で活

用されるよう最終化する。

4.3　 上記システムの指針や研修モジュールを最終化する。

4.4　 NCD 管理モデルを州全体で強化するための機材や研修等の適切なレベルや必要な資

源算定を行う。

4.5　 NCD 管理モデルを全国展開するための段階、関係者とその役割を特定する。

４）プロジェクト実施上の留意点

・ スリランカ側のこれまでの取り組みにて、HLC における健診活動は全国的な展開が予想

されるところである。本プロジェクトにより、健診で高リスクと判断された人の診断や

初期治療を基幹病院で進める体制の構築を、継続的な治療で課題が大きい医薬品在庫管

理を含めたうえで行う。また、NCD サーベイランスにて各地点での NCD 状況を明らか

にし、全国的に限られた資源でどのように拡大するかを念頭に置き、プロジェクト目標

である対象地域での NCD 管理モデルを構築することをめざす。

・ サーベイランス構築にあたっては、保健省内の保健情報システムに関与する複数の課及

びサーベイランス構築支援を実施している WHO や世銀と協議を実施のうえ、既存の体

制を適切に活用することを検討する。

・ 指標については、事前評価時点で確定していない数値目標を、ベースライン調査の結果

を踏まえ、プロジェクト開始後 1 年程度をめどに設定する。

（２）その他インパクト

・ 貧困層の NCD の検査・必須医薬品に対するアクセスが改善され、治療を継続する患者が増

加することが期待できる。

・ １次・２次医療施設の NCD 管理強化により、これまで検査や治療のため患者が過度に集中

していた３次医療施設の負担が緩和され、患者集中による保健医療サービスの質の低下を

防ぐことが期待される。

（１）事業実施のための前提

・ 対象地域 MO/NCD の配属が継続される。

（２）成果達成のための外部条件

・ NCD 管理のための追加的業務が保健人材に受け入れられる。

（３）プロジェクト目標達成のための外部条件

特記事項なし

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）
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（４）上位目標達成のための外部条件

・ スリランカ保健政策上、NCD 対策の優先度が維持される。

・ 保健省及び州・県保健局が、プロジェクト対象外地域での実施に必要な機材、人材を提供

する。

本事業は、スリランカの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は大きい。

・ スリランカ国「健康増進・予防医療サービス向上プロジェクト（2008 ～ 2013 年）」では、健診

による患者発見が促進されたが、健診で発見された患者に対する治療の質の確保に関してスリ

ランカ保健省側の問題意識がさほど高くない点がみられたため、健診による患者発見のみなら

ず治療も同時に改善する意識を醸成することが必要であるという教訓を得た。本プロジェクト

にて健診後の適切な治療が行える環境整備の協働を図ることにより、認識の向上を図ることが

重要である。

・ 同プロジェクトでは、科学的根拠（エビデンス）創出のための活動が成果のひとつに設定され

たものの、プロジェクト期間内での創出が困難かつ直接利用できるエビデンスが限定的であっ

たなどの課題が残されたため、創出するデータやエビデンスの性質を理解したうえで関係者

が取り組みを進める必要があるという教訓を得た。本事業で構築するサーベイランスに関して

も、本事業期間内に大きな変化が起こらないことが予想されるため、結果を適宜分析し戦略に

フィードバックする体制の構築に重きを置くことが重要である。

・ 同プロジェクトでは、具体的な活動は対象県で実施されたものの、地方と中央政府保健省と

の密な連絡・調整が行われ、結果カウンターパートのオーナーシップが高まり、全国展開に導

くことに成功した。本事業においても、中央と地方が十分に連携し、スリランカ保健省がオー

ナーシップを発揮できるよう十分に留意することが重要である。

（１）今後の評価に用いる主な指標

４．（１）のとおり。

（２）今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内　　ベースライン調査

事業中間時点 中間レビュー

事業終了 6 カ月前 終了時評価

事業終了 3 年後 事後評価

以　上

６．評価結果

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

８．今後の評価計画
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第１章　詳細計画策定調査の概要

１－１　調査実施の経緯と目的

１－１－１　調査実施の経緯

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）は、人口の高齢化と食

生活、生活習慣の変化に伴い、1980 年代から心臓疾患や脳疾患などの非感染性疾患（Non-
Communicable Disease：NCD）が死亡原因として感染症を上回り、2007年次保健医療統計（Annual 
Health Statistics：AHS）によると病院における５大死因すべてが NCD に起因している。そのよ

うなスリランカでの疾病構造の変化に対応していくため、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、開発調査「保健医療制度改善計画（2002 ～ 2003 年）」及び「保健システム管理計画（2005
～ 2007 年）」を実施し、NCD 対策強化を盛り込んだ保健システム改革のための政策提言を行っ

た。同調査の成果を受け、スリランカ保健省（Ministry of Health：MoH）は 10 カ年計画「ヘル

スマスタープラン（2007 ～ 2016 年）」を策定し、①疾病負担の減少と健康増進のための統合

的保健医療サービスの提供、②健康維持のためのコミュニティのエンパワメントなどを重点戦

略として定めている。

JICA は、2008 年 5 月から 2013 年 3 月までの期間で技術協力プロジェクト「健康増進・予防

医療サービス向上プロジェクト（Project on health promotion & preventive care measures of Chronic 
NCDs）」（以下、「NPP 技プロ）と記す）により、住民に対する健診活動、保健指導及び健康増

進活動を中心とした NCD 予防モデルの構築・展開をスリランカ政府と取り組んでいる。なお、

スリランカ政府は、同プロジェクトの経験を活用し、2009 年に NCD 対策のための国家政策及

びガイドラインを策定し、健康増進を中心とした１次予防に加え、早期発見・治療を行う２

次予防を充実していくことを打ち出している。JICA は、併せて、円借款事業「地方基礎社会

サービス改善事業」（2012 年 3 月 28 日貸付契約調印：39.35 億円）にて、「疾病構造の変化に対

応すべく、対象州での NCD の早期発見及び早期治療（２次予防）の強化を通じて、NCD 対策

能力を強化する」ことを事業の目的に、①国立必須医薬品製造センター（State Pharmaceutical 
Manufacturing Corporation：SPMC）改善、②２次医療施設（初期的な医療を行う１次医療施設

と高度な医療を行う３次医療施設との中間を担う施設）改善、③リファラル体制強化（救急車

整備）に取り組んでいる。

スリランカ政府による NCD 予防モデルの拡大への取り組みと足並みを揃え、NCD 対策に必

要となる早期発見・治療体制の確立を図ることによる円借款事業の効果増大を目的とした円借

款附帯プロジェクトを実施するため、詳細計画策定調査を実施するものである。

１－１－２　調査の目的

スリランカ政府からの協力要請の背景・内容、スリランカ実施機関の実施体制などを確認す

るとともに、先方政府、関係機関との協議を経て、協力内容・計画（プロジェクトデザイン）

案について合意を行う。
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１－２　調査団の構成

担当業務 氏名 所属 期間 *

団長／総括 磯野　光夫 JICA 人間開発部課題アドバイザー 10/17-10/26

協力企画 平岡　久和 JICA 人間開発部保健第四課
10/17-10/26
12/16-12/22

評価分析 村山　智子 グローバルリンクマネージメント株式会社 10/17-11/3
* 出発から帰国まで

１－３　調査日程

調査は、2012 年 10 月 17 日～ 11 月 3 日（第１次調査）と 12 月 16 日～ 22 日（第２次調査）の

二度にわたって行った。概要は以下のとおり。

（第１次調査）

日程 曜日 行　程

1 10 月 17 日 水 本邦発　コロンボ着

2 10 月 18 日 木
09：30　JICA スリランカ事務所打合せ

10：30　NPP 技プロ専門家調査

3 10 月 19 日 金

09：00　MoH NCD 対策課協議

10：00　MoH 医薬品供給局協議

11：45　MoH NCD 対策課協議

14：00　SPMC 協議

4 10 月 20 日 土 団内打合せ

5 10 月 21 日 日 コロンボ発　アヌラダプラ着

6 10 月 22 日 月

アヌラダプラ発　ガルガムワ着

09：00　ガルガムワ基幹病院調査

ガルガムワ発　クルネガラ着

14：30　北西部州保健局及びクルネガラ県保健局協議

15：15　クルネガラ県医薬品供給局協議・倉庫調査

クルネガラ発　コロンボ着

7 10 月 23 日 火
09：30　団内打合せ

14：30　MoH NCD 対策課協議

8 10 月 24 日 水

09：00　世界保健機関（WHO）スリランカ事務所協議

11：30　財務計画省国家計画局協議

12：30　MoH 保健情報課協議

15：20　在スリランカ日本国大使館中間報告

17：00　MoH 保健次官協議

9 10 月 25 日 木

09：00　MoH 疫学対策課協議

13：00　JICA スリランカ事務所報告

14：30　世界銀行スリランカ事務所協議

総括／団長コロンボ発



－ 3 －

10 10 月 26 日 金 協力企画団員コロンボ発

11 10 月 27 日 土 休日（Id-Ul-Alha）文書作成・整理

12 10 月 28 日 日 文書作成・整理

13 10 月 29 日 月 休日（Vap Full Moon Poya Day）文書作成・整理

14 10 月 30 日 火

事前評価表・報告書案の作成

MoH NCD 対策課調査

西部州パナドラ基幹病院調査（電子式入院患者疾病・死亡報告システ

ム導入病院）

15 10 月 31 日 水

MoH NCD 対策課調査

MoH 計画課及び世界銀行調査・情報収集

ワラカポラ基幹病院情報収集

16 11 月 1 日 木
コロンボ発　バティカロア着

15：30　 バティカロア県保健局調査

17 11 月 2 日 金
08：30　 カルワンチクディ基幹病院調査

バティカロア発　コロンボ着

18 11 月 3 日 土 評価分析団員コロンボ発　東京着

（第２次調査）

日程 曜日 行　程

1 12 月 16 日 日 協力企画団員本邦発　コロンボ着

2 12 月 17 日 月

09：30　MoH 計画課協議

10：30　MoH NCD 対策課協議

ミニッツ（M/M）案作成

3 12 月 18 日 火

09：00　MoH 政策分析・開発課協議

10：00　MoH NCD 対策課協議

14：00　MoH 計画課長 M/M 案提出

16：00　JICA スリランカ事務所打合せ

4 12 月 19 日 水

12：00　 財務計画省対外援助局（Department of External Resources：
ERD）協議

14：30　MoH 保健次官協議

18：00　NPP 技プロ専門家調査

5 12 月 20 日 木 M/M 内容調整

6 12 月 21 日 金 M/M 署名・交換

7 12 月 22 日 土 協力企画団員コロンボ発　東京着

１－４　主要面談者

（１）スリランカ側

１）財務計画省（Ministry of Finance and Planning：MoF）
Malanie Gamage, Director General, Department of National Planning 国家計画局長
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Chandanie Wijayawardhana, Director 国家計画局課長

Lamini fernando, Assistant Director 国家計画局課長補佐

２）保健省（MoH）

Dr. Y.D.Nihal Jayathilaka, Secretary 次官

Dr. P.G. Mahipala, Additional Secretary（Medical Service）次官補（医療業務）

Director General, Health Services 保健サービス局長（2012 年 11 月から）

Dr. Wimal Jayantha, Deputy Director General, Planning 計画局長

Dr. Lakshmi Somatunga, Deputy Director General, Medical Service I 医療業務第一局長

Dr. Sarath Amunugama, DDG Public Health Services I 公衆衛生業務第一局長

Dr. S. C. Wickramasinghe, Plannig Director 計画課課長

Dr. Susie Perera De Silva, Director, Policy Analysis & Development 政策分析・開発課長

＜ NCD 対策課＞

Dr. Thalatha Liyanage, Director, NCD Unit 課長

Dr. Anura Jayasinghe, Consultant Community Physician コンサルタント

＜医薬品供給局（Medical Supply Division：MSD）＞

Devika Mendis, Deputy Director, Medical Supply Division 医薬品供給局副所長

E. A. Weeraratne, Assistant Director, Medical Supply Division 医薬品供給局所長補佐

＜保健情報課（Health Infomation System Unit）＞
Dr. S.R.U. Wimalaratne, Director, Health Information 課長

Dr. R.B. Dayeratne, Medical Officer/ Health Information 職員

＜疫学対策課（Epidemiology Unit）＞
Dr. Paba Palihawadana, Chief Epidemiologist 1

課長

Dr. Hashita A. Tissera, Consultant Epidemiologist 疫学者

Dr. Samitha Ginige, Consultant Epidemiologist 疫学者

３）国立必須医薬品製造センター（SPMC）
Sujeewa W. Jayasundara, General Manager 本部長

Sameera Jayaweera, Producton Manager  生産部長

４）北西部州保健局〔Provincial Directorate of Health Service（PDHS）, North Western〕
Dr. R.M.S.K.Rathnayake, Provincial Director 州保健局長

５）クルネガラ県保健局〔Regional Directorate of Health Service（RDHS）, Kurunegala〕
Dr. Lakshman Edirighinghe, Acting Regional Director 県保健局長（臨時）

I.M.Mahindarethne, Officer in charge of Regional Medical Supply Division 県医薬品供給局責任者

1
　疫学課では課長を Chief Epidemiologist と称し、Director とは呼ばない。
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６）ガルガムワ基幹病院（Galgamuwa Base Hospital）
Dr. U.R. Sirimanna, Divisional Medical Officer 2

（DMO）ガルガムワ基幹病院長

７）バティカロア県保健局（RDHS, Batticaloa）
Dr. S.Sathurmugam, Regional Director 県保健局

Dr. R. Navalogithan, Medical Officer NCD 非感染性疾患担当官

K.Krishnananthan, Office in charge of Regional Medical Supply Division 県医薬品供給局責任者

８）カルワンチクディ基幹病院（Kalwanchikudy Base Hospital）
Dr. G. Sukunan, Medical Superintendent（MS）カルワンチクディ基幹病院長

Dr. P.M.P.Himalika, Visiting Physician 専門医

K.Sivasithamparam, Matron 看護師長

９）パナドラ基幹病院（Panadura Base Hospital）
W. Ashan Sampath, Data Entry Operator, Medical Statistics Unit 医療統計課データ入力オペレー

ター

（２）開発パートナー側

１）世界保健機関スリランカ事務所〔World Health Organization（WHO）, Sri Lanka Office〕
Dr. Lanka J. Dissanayaka, National Professional Officer（NCD）NCD 担当現地専門職職員

２）世界銀行スリランカ事務所（World Bank, Sri Lanka Office）
Dr. Kumari V. Navaratne, Public Health Specialist 公衆衛生専門家

（３）日本側

１）在スリランカ日本国大使館（Embassy of Japan）
土井豊照　経済協力班　二等書記官

２）JICA スリランカ事務所

青　晴海　所長

阿部裕之　次長

佐藤陽介　所員

KISHANI Tennakoon, Program Officer

１－５　調査結果

１－５－１　総括

NPP 技プロの運営指導から中間レビュー・終了時評価と参加してきたが、この間のスリラン

カ側の技術進歩及び積極的な施策実施能力は特筆すべきものと思われる。今回の有償附帯技術

協力プロジェクトの形成に際し、円借款による２次病院の機能強化、薬品製造能力向上に関連

したいくつかの技術協力分野を想定していたが、そのうちの既にスリランカ側にて必要な施策

が実施されているものも少なからず認められた。そのため、プロジェクトの大枠は「円借款に

よる支援対象である２次病院を巻き込んだ NCD 対策の強化」としつつも、そのデザインに関

2
　 基幹病院の院長のタイトルは Medical Superintendent（MS）であるが、同病院長は未取得。DMO は通常 Divisional Hospital の院長

のタイトルである。
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しては想定された案から大幅な修正を行う必要が生じた。

これら修正点も含め、今回のプロジェクトデザイン（案）の策定経緯を以下に記す。

（１）２次病院を含めた NCD 対策の強化

＜患者動向モニターに関して＞

これまで、NPP 技プロでは、１次及び関連施設でのスクリーニング制度の確立を行っ

てきたが、今後は２次病院を巻き込んだ NCD 対策の強化を行うことになる。現行のガイ

ドライン等に従うと、２次病院の役割は、併設する健康生活スタイルセンター（Healthy 
Lifestyle Centre：HLC）で発見された高リスク者のフォローや有病者の治療に加え、１次

施設で治療されたものの良好なコントロールができなかった例の専門治療を行うことに

なっている。そのため、１次施設から２次施設への確実な紹介制度の策定が必要と考えら

れた。

この点に関しては、民間病院も含め病院選択が患者の自己裁量で行われることが一般的

である現状から、１次から２次への厳密な患者紹介制度を導入することは現実的でないこ

とが指摘されていた。一方で、スクリーニングを導入した NCD 対策では、費用対効果も

含め効果的な対策実施には、スクリーニングで発見された有病者が必要な検査・治療を受

けることが必須である。そのため、厳密な紹介制度は無理としても、最低限患者の動向

（少なくとも何パーセント以上の対象者が必要な検査・治療を受けているのか）を把握で

きるような簡単な制度の導入を行うことが妥当と判断された。現実的には、プロジェクト

開始後に患者動向調査を行ったうえで、現状に即した患者動向モニター制度（上位病院へ

の簡単な患者受診確認等）を導入することをプロジェクト活動に盛り込むこととした。

＜２次病院を中心とした１次施設のネットワーク＞

本件は MoH 保健次官からも提案されたが、２次施設と管内の１次保健施設の間のネッ

トワークを形成し連携を強化することは、少ないリソースを有効活用するうえでも意義あ

ることと判断された。

これに関して、クルネガラ県では費用のかかる脂質検査を行える検査センターを設置

し、周囲の施設から血液検体のみを運ぶ制度を導入することとなっている。この検査セン

ター構想は、各施設で脂質検査を行う場合よりも検査実施に関する費用を抑えると同時に

患者の移動負担の軽減にもつながることから、ネットワークの良い要因と考えられた。こ

の制度を対象 4 県で導入することをプロジェクト活動に組み込むことも検討したが、他県

でクルネガラ県のような予算確保も含めた強いコミットメントが得られないことが危惧さ

れた。そのため、現時点ではネットワーク形成の具体的な内容は確定せず、プロジェクト

開始後に対象県の実態に即し、検査センター導入や専門医の巡回指導など、内容を検討し

ていくことが適切であると判断された。

＜ NCD 担当医官（Medical Officer for NCD：MO/NCD）のモニタリング能力＞

現在の１次施設のみでなく２次施設も巻き込んだ NCD 対策の実施に際し、県レベルで

のモニタリングの責任者である MO/NCD の役割が増してくる。そのため、新たな制度に

則した能力強化が必要であり、これをプロジェクト活動として加えることとなった。
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これに際しては、現状より業務量が増加すること、現場モニタリングのための移動（出

張）費用が必要なことなど、スリランカ側による対応が必須である。そのため、今後関係

者と協議のうえ詳細を検討する必要がある。

（２）医薬品ロジスティクスに関して

円借款により国営の医薬品製造機関である SPMC の医薬品製造能力の強化を行うこ

とから、SPMC から医薬品供給局（MSD）及び県医薬品供給局（Regional Medical Supply 
Division：RMSD）を含めた末端の病院に至る医薬品ロジ能力の強化がプロジェクト成果

のひとつに想定されていた。しかしながら、既に MSD は医薬品ロジスティクス（MoH 直

轄病院－ MSD 間、及び、RMSD － MSD 間の医薬品供給要請並びに医薬品分配）の電子

化を進めており、2013 年度にはこのシステムが 26 カ所の RMSD 及び MoH 直轄病院及び

医薬品調達機関である国立医薬品卸会社（State Pharmaceutical Corporation：SPC）がオンラ

インにて接続される。このため、このレベルにおける薬剤ロジに関しては、プロジェクト

で関与できるものはないと判断された。

現実には、多くの病院で必要な医薬品の在庫切れが生じており、これにはさまざまな

要因（全体として医薬品供給の予算不足、病院の予定使用量の積算の誤り、SPC の調達の

遅れ、SPC より RMSD などへの分配の遅れ、等々）が関与していることが推測されたが、

今回の調査では正確な状況を把握できなかった。同時に、この問題のすべてを技術協力プ

ロジェクトのレベルで解決することは困難であると感じられた。

一方で、病院では在庫管理も含めた薬剤ロジスティクスが文書記入によるものであり、

登録台帳などの書類が多岐にわたり、入院と外来で別途に薬剤管理していることや病棟常

備薬の配布などもあり、複雑な管理形態である。そのため、院内での迅速かつ適切な管理

ができるようにすることで、限られた量の医薬品をより有効利用することが可能になると

判断された。

このことから、薬剤及び医療用品（マスクなどの消耗品など）に関する簡易なコンピュー

タベースの院内管理システムを構築し、最終的に全国の病院で使用できるようにすること

を成果のひとつに加えた。

なお、病院管理の電子化（患者バーコードの導入や処方箋や検査記録のオンライン化な

ど）に関するパイロットが既に実施されていることから、この動向に合わせた活動内容の

協議・修正が必要になってくる可能性がある。

（３）NCD に関するサーベイランスの構築に関して

NPP 技プロの開始早期に、 NCD 患者に関するデータ収集システムの作成が MoH 側から

望まれた。NCD 発生状況及びそのリスクファクターのトレンドを把握し、NCD 対策に反

映していくことは極めて重要なことであるが、スリランカ側の要望が過度な情報収集制度

であったこともあり、プロジェクト活動への負担になりかねないことから簡素な情報収集

システムの整備にとどめた。

今般、全国に NCD 対策を展開していくに際しては、サーベイランスの重要度は増して

おり、全国を対象とした何らかのサーベイランスの構築（特に高血圧、糖尿病、脂質異常

症）とその結果を分析し NCD 対策にフィードバックする機構の形成が重要と判断され、
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プロジェクトの成果に取り込むこととした。

現在、MoH では 28 の感染症に関するサーベイランスを既に実施しているものの、NCD
に関するサーベイランスはまだ行われていない。唯一、WHO の支援で 5 年に 1 回の全国

調査が行われたのみである（前回は 2006 年であり 2 回目が 2012 年中に開始されるとのこ

とであった）。さらに、NCD 患者の多くは外来レベルでの治療となるが、外来患者情報に

関する統計システムはない。

このため、MoH の NCD 対策課は、現在行われている HLC からの定期報告をサーベイ

ランスとして活用したい意向であったが、含まれる項目が多岐にわたること、全国 600 の

HLC からの報告が四半期ごとでありサーベイランスの頻度としては多すぎること、HLC
で発見される高血圧などの患者は全体の一部であり正確な状況を反映できないことなどか

ら、別途簡素でより正確な状況を把握できるサーベイランス（例えば定点観測的な調査の

実施など）を構築する必要がある。この点は、今後のプロジェクデザイン確定に際して、

さらにプロジェクト開始後も、世銀や WHO も含め関係者による十分な協議のうえでサー

ベイランスの案を決定し、プロジェクトサイトでパイロットを実施していくこととなる。

なお、入院患者に関する現行の保健情報システムである入院患者疾病・死亡報告

（Indoor Morbidity and Mortality Return：IMMR）がまだペーパーベースであり十分機能して

いないことから、より的確に心血管病の発生をモニターできるよう院内レベルでの電子

化等をプロジェクトの成果に加えることを現地病院調査時に検討した。しかしながら、

MoH では既に IMMR の最低必要情報 7 項目をオンラインで情報収集できるシステム（電

子化入院患者疾病・死亡報告；E-IMMR）の 7 病院でのパイロットを終了し、今後 5 年間

でほぼすべての病院に導入する計画であった。そのため、本システムには今後改善の余地

などはあるものの、スリランカ側独自での実施が可能でありプロジェクトの成果からは除

外した。

（４）今後の展開

以上の経緯・協議を踏まえて、上記 3 点をプロジェクト成果としてプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（PDM）の原案を作成した。時間的な問題や MoH 側での責任者の任

命ができなかったことから、指標設定も含め詳細な協議を行うことができなかった。今

後、MoH によりプロジェクトマネジャーなど関係人事が行われるのを待って詳細な内容

を協議していくことになるが、適宜世銀や WHO なども巻き込んだ PDM 策定が必要であ

る。

１－５－２　プロジェクト基本事項

（１）スリランカ保健政策

１）国家開発計画「マヒンダ構想（マヒンダ・チンタナ）」（2010 ～ 2016 年）

現大統領の公約としての位置づけをもつ現行の国家開発計画「マヒンダ構想」では、

保健医療分野の重点課題として、①疾病構造及び人口構成の変化への対応、②人的資

源管理、③サービス改善、並びに、④脆弱な集団のニーズへの対処、の 4 つが挙げられ

ている。

また、マヒンダ構想には重点とされる目標が列挙されており、本事業に関連するもの
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としては、① NCD 対策のための予防及び治療の改善、②保健医療サービスにおける効

率性の改善（１次・２次医療施設の強化）、といったものが掲げられている。

２）保健マスタープラン（2007 ～ 2016 年）

JICA は、開発調査「保健医療制度改善計画（2002 ～ 2003 年）」及び「保健システム

管理計画（2005 ～ 2007 年）」を実施し、NCD 対策強化を盛り込んだ保健システム改革

のための政策提言を行った。同調査の成果を受け、スリランカ MoH は 10 カ年計画「保

健マスタープラン（2007 ～ 2016 年）」を策定し、①疾病負担の減少と健康増進のため

の統合的保健医療サービスの提供、②健康維持のためのコミュニティのエンパワメン

ト、③保健人材管理の強化、④保健財政の改善と資源配分・利用の是正、及び、⑤ス

チュワードシップの強化を重点戦略として定めている。

３）国家保健開発中期計画（2012 ～ 2015 年）

MoH は、今後の活動計画項目及び予算案（開発パートナーからの支援見込みも含む）

を、中期的な事業展開計画となる「国家保健開発中期計画（2012 ～ 2015 年）（Medium 
Term National Health Development Plan covering the period 2012-2015）」として 2012 年 12 月

に策定した。

４）国家 NCD 対策予防政策及び戦略フレームワーク

スリランカ政府は、国内の NCD による負担が増大するなか、循環器疾患、糖尿病、

慢性呼吸器疾患、慢性腎疾患を対象とし、健康的な生活スタイルの促進、危険因子の

除去、根拠に基づく治療提供によって NCD による疾病負担を軽減するため、国家慢性

NCD 対策予防政策及び戦略フレームワーク“The National Policy & Strategic Framework for 
Prevention and Control of Chronic Non-communicable Diseases”を 2009 年に策定した。

本政策に含まれる重要戦略は以下のとおり。

①　NCD の危険因子を低減するための政策、規制、行政サービスを強化する。

②　心血管病に重点を置いた費用対効果の高い健診プログラムを導入する。

③ 　保健医療システムの強化により、予防・治療・リハビリテーション・緩和ケアを

含む統合的な NCD 対策を提供できるようにする。

④ 　NCD 予防対策のための健康的な生活を営めるよう、健康増進活動を通じてコミュ

ニティをエンパワーする。

⑤　 NCD 予防と治療ができるように人材育成を行う。

⑥　危険因子サーベイランスを含めた保健情報システムを強化する。

⑦　NCD に関する調査研究を進めるとともに、調査結果の活用を促進する。

⑧ 　予防・治療の両面で、費用対効果の高い介入方法を行うための持続可能な財政機

構を確保する。

⑨ 　NCD 対策の優先度の向上に努め、関係各省や民間組織の方針に NCD 対策の組み込

みを行う。
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（２）２次病院を含めた NCD 対策

１）患者動向モニターについて

ａ）NCD 健診制度

NPP 技プロでは、１次医療施設及び関連施設（事業所での健診などを含む）にお

ける、健診受診者の健康行動、血圧、血糖値などを用いた健診制度の確立を行って

きた。その成果として、MoH は、健康診断・保健指導・健康増進の 3 分野の指針を

「NCD 予防ガイドライン
3
」として取りまとめた。また、2012 年には、診断や初期治療

を行う１次医療施設で勤務する医師向けの指針として「プライマリヘルスケアにおけ

る NCDs 管理ガイドライン
4
」を策定し、検査受診から、NCD リスクがある者への定期

的なフォロー、投薬による早期治療及び２次医療施設などの専門機関への紹介へと分

類して早期発見・治療を行うこととなった。

HLC が設置される医療機関のレベルは異なっており、入院施設がない１次医療施

設、基幹病院を含む２次医療施設、高度医療を提供する３次医療施設
5
に至るまで広

がっている。MoH では、地域保健を担う MoH のキャッチメントエリアに少なくと

も 1 つの HLC を設置することとし、その拡大を図っている。2012 年 9 月に行われた

NPP 技プロの終了時評価においても 600 を超える HLC が 2012 年度中に稼働すること

となっている（NCD 対策課資料によると、2012 年第２四半期実績で 551 カ所の稼働）。

ｂ）受診者情報管理

現行では、個別機関においては、健診受診者を主として紙ノートによる受診者登録

（registration）にまとめているほか、健診受診者に対して NCD 個人医療記録（Personal 
Medical Record：PMR）を持たせるか、NPP 技プロで行っているように簡易な A5 サイ

ズ大の個票を配布し、個人のノートに貼り付ける方法が採用されている。MoH NCD
対策課では、PMR を推進する方針であるが、適宜改訂される様式（調査時点での最

新版は 2012 年中ごろ）に対して現場意見の吸い上げと改訂は必要になると考えられ

る。また、後述のように MoH 政策分析・開発課を中心として、NCD のみならず他の

診療記録などを含めた個人保健記録（Personal Health Record：PHR）を策定中であり、

PHR の今後の MoH 内での承認作業なども併せて考慮する必要がある。

初めて HLC を受診する人には PMR が手渡され、健診を受けたのち、受診者個人情

報（当該 HLC での ID 番号を含む）、既往歴、健診結果が記載される。HLC では、受

診者登録にも同内容を記載していく。毎日の記録は日報（Daily Summary）にて集計さ

れる。HLC では毎月の記録を月報として所属する県保健局の MO/NCD に送付する
6
。

健診の結果として精密検査などで検査・診断が行える病院に紹介がなされるほか、

併せて心血管系疾患（Cardiovascular Disease：CVD）リスクの程度（10 年以内発症率

10％未満、10％以上 20％未満、20％以上 30％未満、30％以上）により次の HLC によ

るフォローアップ健診の頻度が規定される（前述 CVD リスクの順に 2 年内、1 年内、

3
　Guidelines for NCD Prevention 1st Edition, July 2012

4
　Guideline for Management of NCDs in Primary Health Care (Total Risk Assessment Approach)

5
　スリランカにおける病院分類基準は、MoH 発行の「医療施設分類基準の見直し（Recategorization of Hospitals）」参照。

6
　 各県 MO/NCD に送付された情報のその後の流れについては、本節［（４）NCD に関するサーベイランスの構築に関して］‐［１）

NCD 行政ラインによる患者動向モニターの状況］を参照。
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6 カ月内、3 カ月内）。フォローアップ健診に来た受診者は PMR に記載の受診者 ID を

目安として受診者登録からの情報とリンクされ、別途作成されるフォローアップ健診

者登録（Follow-up Registry）に、受診者 ID、氏名、各健診時の血圧や血糖値などの情

報が記載されることとなっている。

ｃ）病院への紹介状況

健診で要精密検査と判断された場合には、PMR への記載、または NPP 技プロで導

入した紹介／逆紹介のため冊子状となった紹介状（2 部複写式として患者と紹介元に

それぞれ 1 部保有する）に記載されているが、紹介元の機関と紹介先の機関での情報

伝達の仕組みについては更なる検討を行うことでより効果・効率的な方法があり得る

かと考えらえる。

検査・診断の紹介先に関しては、民間病院も含め病院選択が患者の自己裁量で行わ

れることがスリランカでは一般的であることから、１次医療施設から具体的に紹介さ

れるべき２次医療施設を指定したうえでの厳密な患者紹介制度を導入することは現実

的でないことが指摘されていた。一方で、健診を導入した NCD 対策では、費用対効

果も含め効果的な対策実施には、健診で発見された有病者が必要な検査・治療を受け

ることが必須である。そのため、１次医療施設に１対１対応することや、紹介された

医療機関でしか検査・治療が行えないような厳密な紹介制度はできないとしても、紹

介された患者の動向（少なくとも何パーセント以上の対象者が必要な検査・治療を受

けているのか）を把握できるような簡単な制度の導入を行うことが妥当と判断される。

現実的には、プロジェクト開始後に患者動向調査を行ったうえで、現状に即した患者

動向モニター制度（簡単な上位病院への患者受診確認など）を導入することをプロジェ

クト活動に盛り込むことが検討される。

ｄ）MoH 政策分析・開発課による取り組み

MoH は、医療サービスの偏在により３次医療施設の混雑などが生じている現状の

打開のために、住民が身近に医療を受けるべきと場所とされる１次医療施設を中心と

した保健サービスの強化を計画し、「基礎的レベルの保健医療強化のためのアプロー

チ及び指針」（Approach & Guidelines for Strengthening Healthcare at Primary Level）の策定

など保健医療サービスの強化に取り組んでいる
7
。その一環として、１次医療施設であ

る診療所（Primary Medical Care Unit：PMCU）や県病院（District Hospital：DH）と BH
を含む２次医療施設との情報リンクを目的として、情報管理のための手帳（個人向け

及び医療機関向け）の開発を行っている。

MoH は住民が個人に関するさまざまな情報を一元的に管理することを目的とした

手帳である A5 サイズの PHR を作成。南部州ハンバントタにて 2011 年から 1 年ほど

試行を行い、その結果をもって MoH 政策分析・開発課が MoH としての承認を得るた

めに各局と調整を行っている。PHR は、個人 ID 情報のほか、既往歴、家族歴、予防

接種歴、治療中疾病、糖尿病・虚血性心疾患患者の通院歴、血液検査結果、服用中の

薬、NCD リスクファクター〔運動、ボディ・マス・インデックス（Body Mass Index：
BMI）、喫煙など〕、がん検診結果（子宮頚部がん、乳がん）及び紹介状況が記載でき

7
　「プライマリヘルスケアにおける NCDs 管理ガイドライン」もこの中に含まれている。
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る包括的な手帳となっており、個人が医療機関にかかる際に持って行くことが想定さ

れている。

一方で、病院側へも個人管理のために診療録（Clinic Record）の A5 サイズの手帳を

作成し、診療・検査・投薬の記録が取れるものとなっている。PHR と併せてパイロッ

ト事業を実施し、MoH 内で本記録の制度構築を行っているところ。

２）２次病院を中心とした１次施設のネットワーク

前項のとおり、１次医療施設と２次医療施設は直接的な紹介関係とはなっていない。

しかしながら、円借款により強化される病院など、施設・設備がある程度充実してい

る状況になる場合には、当該２次医療施設を活用して対象地域に存在する１次医療施

設との連携・ネットワーク構築を進めることは有意義なものと考えられる。これに関

しては、MoH 次官からも２次医療施設の人材（専門医など）を１次医療施設へと派遣

することなどが提案されたが、少ないリソースをどのようにして適切な医療を提供す

るために活用することができるかについての検討が必要である。

2012 年 10 月の北西部州 PDHS 訪問時には、このリソース活用についての具体的な動

きについて、開始している事実が確認できた。同州においては、コレステロール検査

に関しては、多くの医療施設で検査が行えていなかった。そのため、州の開発予算に

て全自動生化学分析装置を 2012 年 6 台購入し、検査試薬についても州の経常予算から

工面することとして、順に機材を導入することによって将来的に州内 14 カ所の機関（4
つの基幹病院及び 10 の県病院）に医療施設からの検体を集約させ、検査センターとし

ての機能させることを 2013 年初めから開始することを計画していた
8
。

この検査センター構想は、検査実施に関する費用を抑えると同時に患者の移動負担

の軽減にもつながる。本プロジェクトにおいても、２次医療施設と１次医療施設との

ネットワークの観点からこの制度の活用を計画する。ただし、一度に対象 4 県で導入す

ることに関しては、他県においてクルネガラ県のような予算確保も含めた強いコミッ

トメントが得られないことが危惧される。そのため、現時点ではプロジェクトで行う

ネットワーク形成のひとつの方向性として試行する程度にとどめ、その他ネットワー

クの活性化については、プロジェクト開始後に対象県の実態に即し、検査センター導

入や専門医の巡回指導などの内容を検討していくこととする。

３）NCD 担当医官のモニタリング能力

現在の１次施設のみでなく２次施設も巻き込んだ NCD 対策の実施に際し、県レベル

でのモニタリングの責任者である MO/NCD の役割が増してくる。本プロジェクト対象

となる 4 県（北西部州クルネガラ県、中央州キャンディ県、東部州バティカロア県、サ

バラガムワ州ケゴール県）に関しては、常勤（permanent）の MO/NCD が存在する。た

だし、東部州バティカロア県では 2012 年 4 月にようやく配置されたばかりであること

や、NPP 技プロが実施されている北西部州クルネガラ県は MO/NCD のみならず NCD 対

策人材の配置など実施体制には差があることも事実である。そのため、プロジェクト

で試行する新たな制度に則した能力強化が必要であり、これをプロジェクト活動とし

8
　 各検査センターで対応する医療機関（3 ～ 11 カ所と検査センターの地理的状況により差あり）を定め、当該医療機関にて一日の

血液検体を集めて検査センターに搬送し、検査センターにて分析を実施、結果を各医療機関へ報告するもの。
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て計画を行う。

これに際しては、現状より業務量が増加すること、現場モニタリングのための移動

（出張）費用が必要なことなど、スリランカ側により予算措置を行うことなどの対応が

必須である。そのため、先方とのプロジェクト活動詳細協議の際に、活動内容を踏ま

えたうえで支出分担などの詳細を検討する必要がある。

４）基幹病院での HLC 活動状況

本調査で訪問した基幹病院はガルガムワ病院及びバティカロア病院の 2 カ所。

ガルガムワ病院に設置されている HLC は毎週月曜日午前に病院の外来部門の場所を

用いて実施。健康診査の一連の作業を 1 名の看護師が任命されて行っている。血圧、血

糖、身長・体重測定ののち、医師による診察、その後会場を変えて看護師により健康

教育がなされている。専門医による糖尿病クリニックは毎週月曜日の午後、メディカ

ルクリニックは毎週木曜日に行われ、健康診査にて要検査となった場合には糖尿病ク

リニックには当日の午後に、メディカルクリニックへは日を改めて再診するように指

示される。HLC の課題は住民が来ないことであり、さらに女性の参加は多いが男性は

機会費用の関係で来院することが少ない。対策のためにチラシ配布や啓発プログラム

を実施し、例えば HLC 開催日に病院職員による健康教育演劇を披露するなどして住民

参加を促している。来訪時にも職員 6 名程度が行う健康教育劇が開催されていた。

バティカロア病院では、HLC を 2012 年 6 月に開始。外来部門で該当する対象者のリ

クルートを行い、その日のうちに健康診査を実施
9
。看護師長と看護師2名、マイナース

タッフ 1 名で実施。健康診査の結果必要に応じて、外来部門にいる医師のもとへ患者を

送り診察を行う。定期的な保健指導及び CVD リスク計算は導入を計画しているが、訪

問時時点では実施していない。クリニックの待合室で保健講話を不定期に実施してお

り、実施した保健職員の名前、トピック、時間帯などをノートに記録している。健康

診査の結果 BMI、血糖値、血圧値がカットオフ以上の受診者はすべてフォローアップ

対象とし、何回か測定し改善がみられない場合は Visiting Physician（VP）へ紹介してい

る。該当する受診者が少ないため、直接 VP に紹介することは負担になっていないとの

こと。管轄 MoH のマンパワーが少ないため、MoH に代わり、コミュニティにおけるス

クリーニングも実施し、これまでに警官、公立学校職員を対象としたスクリーニング

を実施した。NCD 関連のクリニックについては、メディカルクリニックが火・金曜日、

糖尿病クリニックが木曜日に開催され、クリニックごとの患者数は約 200 名。

（３）医薬品ロジスティクスに関して

１）当初協力想定について

円借款によって国立必須医薬品製造センター（SPMC）の医薬品製造能力の強化を行

い、製造量としては増加することになるため、製造された医薬品をより適切に医薬品

を必要とする患者のもとに届けるという観点から、SPMC から医薬品供給局（MSD）及

び県医薬品供給局（RMSD）を含めた末端の病院に至る医薬品ロジ能力の強化がプロジェ

9
　 別日程に再訪を促しても、本地域の住民はアクセスなどが問題で来ないことが多いため。受診者は準備をしていないため、血糖

値は空腹時血糖ではなくランダム血糖で測定。



－ 14 －

クト成果のひとつに想定されていた。

しかし、2012 年 10 月の調査により、既に MSD は医薬品・医療資材ロジスティクス

（MoH 直轄病院－ MSD 間、及び、RMSD － MSD 間の医薬品供給要請並びに医薬品分配）

の電子化を進めており、2013 年にはこのシステムが 26 カ所
10
の RMSD 及び MoH 直轄病

院及び医薬品調達機関である国立医薬品卸会社（SPC）がオンラインにて接続される。

このため、このレベルにおける薬剤ロジに関しては、プロジェクトで関与できるもの

はないと判断された。

２）MSD11
を中心とした医薬品ロジスティクスについて

ａ）医薬品・医療資材全体予算

2012 年は 160 億ルピーであったものが、2013 年は 200 億ルピーへと増加した。た

だし、年間予算は後述のとおりの方式で当該年度の次の年の需要を算定した後に確定

するので、各医療機関で算定する上限額設定の際には予算増額されるという見込みで

はつくれない。

ｂ）各医療機関での必要医薬品量の算定

毎年、10 月をめどに 26 カ所の RMSD 及び MoH 直轄病院に対して、MSD による

指示で次の年の 1 月から 1 年間の医薬品需要調査を実施している。具体的には医薬

品（Drugs）、検査試薬（Laboratory）、医療資材（Surgical）の 3 つの分類に調達可能な

物品が単価と共に掲載されているエクセル表
12
が入った CD データを MSD が配布し、

RMSD 及び MoH 直轄病院は、当該エクセル表に当該組織が必要とする需要量を入力

したデータ CD を MSD に返送することにより行う
13
。MSD は、年間予算額を勘案した

各組織の年間予算上限額を併せて通知し、RMSD 及び MoH は当該年間予算上限額を

考慮して必要医薬品等の数量を入力する。RMSD は管轄の保健医療施設の必要量を取

りまとめて MSD に送付する。

RMSD 等が記入するにあたっては各地で MSD によるワークショップにより説明を

行うが、既に 5 年間ほど実施しているため、様式記載についての理解はおおむね問題

ない。しかし、各機関から MSD へ送付されるシートには記載ミスも散見され、全体

の 25％は修正が必要なところがある（桁違いの申請による上限額を上回る申請など）。

MSD では異常と考えられる申請に関しては、前年度申請との比較などを行い、再提

出を求める。

ｃ）医薬品・医療資材の調達

MSD が各機関の情報により取りまとめた数値を基に、SPMC にて製造している医

薬品に関しては SPMC に発注をかける。SPMC にて製造していない医薬品及び製造量

が需要量を満たさない医薬品に関しては、SPC に対して発注をかける。また、医療資

材に関しては、直接現地購入できるものの場合には MSD が直接購入を行う。

10
　25 県それぞれに 1 つであるが、1 県のみ便宜上 2 カ所。

11
　MSD 職員はマイナースタッフを含め 400 名、うち薬剤師 30 名、取扱い医薬品・医療資材は 50,000 種類を超えている。

12
　 エクセル表には、Essential Drug List（2012 年に改訂：未公表）に従った品目名、単価（毎年 MSD にて各医薬品の各仕様による

単価設定）の記載があり、各施設では必要量を記載するだけで合計金額が分かるようになっている。リストに載っていないもの

も申請できるが、別途 MSD による承認が必要となる。
13

　 医薬品は大きく対象臓器・疾患により区分されているが、必ずしも NCD に関係する医薬品が区分されているわけではない。なお、

民間医療施設の医薬品は取り扱っていないが、医療用麻薬（narcotics）に関してのみ民間施設必要量の取りまとめを MSD が行う。
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SPC への発注に際しては、調達作業に 1 年間の時間的余裕をみたうえで、必要医薬

品の仕様、数量、必要納入時期を伝える。保管場所をとらないものは 1 年分の一括納

入を行うが、場所をとるものは、2 カ月分ずつの納入など、MSD の倉庫状況を勘案し

た納入時期を設定する。

MSD が抱える課題としては、SPC に発注をかけたとしても、適量の医薬品が適時

に来ない、納入医薬品の品質が粗悪であることによる返品（いったん回収して SPC
にて対応するが、代替品の納入などの時間を要することもありその間の対応が困難）、

などが挙げられた。調達相手先の問題でもあるとも考えられ、MSD 及び SPC で解決

できることだけではないと想定する。

ｄ）MSD からの医薬品配布

MSD から RMSD 及び MoH 直轄病院への医薬品配布は四半期ごとに行われる。しか

し、前述のとおり SPC による調達が必要量を満たさずにいるために、配布時に不足

している医薬品・医療資材も存在する。

ｅ）医薬品ロジスティクスコンピュータシステムについて

MSD では、これまでの CD データ配布による医薬品管理の効率化を目的として、

関係機関をオンライン化するコンピュータシステムの導入を 3.5 億ルピーかけて 2012
年中に整備することを予定している。当該システムは 26 カ所の RMSD、MoH 直轄病

院及び SPC が MSD のコンピュータにオンライン接続される。これにより、各機関で

の医薬品在庫状況が常時確認することができるようになり、MSD による医薬品モニ

タリングが容易になることが想定される
14
。RMSDが管轄する医療施設への接続は想定

されていない。

ｆ）医薬品ロジスティクスの課題

MSD は、医療機関での医薬品不足も医薬品ロジスティクスの課題と認識している。

その場合の対応としては、まずは RMSD 内管轄医療機関同士での調整を実施。RMSD
はMSDの在庫などと調整を行い、MSDは必要に応じてSPCに追加発注を行う。また、

緊急時には一定の金額の範囲で RMSD 及び医療機関による現地調達を行うことも制

度的に可能となっている。

不足になる原因としては、全体医薬品予算の不足、病院の予算使用量の予測の誤

り、SPC による調達・配布の遅れ、必要とされる医薬品成分の変化（仕様や治療方法

の変更）、感染症などの流行、毎年の需要予測を立てるサイクルの中で 1 年以上先の

要望を出していることによる全体必要量算定の困難さなど、さまざまなことが想定さ

れる。

３）SPMC による医薬品製造について

SPMC は日本の無償資金協力「必須医薬品・製剤センター建設計画」（1985、1986 年）

により設立された MoH 管轄下の国有企業である
15
。円借款「地方基礎社会サービス改善

14
　現行制度では、年央の 6 月頃に各機関の在庫量を確認して、不足の可能性がないかなどをモニタリングしている。

15
　 SPMC からは、議会決定により一旦は SPC と SPMC が合併（amalgamation）する予定であったが、当該合併はなくなったとの説

明があった。しかし、SPC との連携については、両機関のチェアマンは同一人物が兼務している状況であり、現実的には連携が

十分にとれ、その具体例のひとつとしては、SPC と SPMC の敷地の真ん中に製造医薬品の倉庫を建てることは問題なく進む予定

であることが確認されている。
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事業」により機材整備が行われ（2017 年前半に事業完成予定）、製造量の増加が見込ま

れている。円借款の協力準備調査時に確認された MSD に納入されている SPMC 製造の

医薬品製品名は表１－１のとおり（2012 年 10 月に SPMC に聞き取りを行った際には、

29 種類との回答）。NCD 対策に必要な降圧薬（β阻害）アテノロール、降圧薬（β阻害）

プロプラノロール、降圧薬（アンジオテンシン阻害）エナラプリル、降圧・心臓病薬（カ

ルシウム拮抗）ジルチアゼム、降圧・心臓病薬（カルシウム拮抗）ベラパミル、利尿薬

フロセミド、抗糖尿病薬（インスリン非依存型）メトフォルミンなどが含まれ、一般的

に流通する必須医薬品となっている。また、ほとんどの製品に関しても、英国薬局方

（British Pharmacopeia：BP）または米国薬局方（United States Pharmacopeia：USP）に基づ

いており、品質の面でも品質管理部による品質検査のほか、医薬品規制局による定期

的な検査も受けている。

表１－１　MSD に納入されている SPMC 製品

製品名

水酸化アルミニウム錠剤 BP ジクロフェナク錠剤 USP フェノキシメチルペニシリン錠剤 BP

アモキシシリンカプセル USP ジエチルカルバマジン錠剤 BP フェノキシメチルペニシリン錠剤 BP

アモキシシリン カプセル BP 塩酸ジルチアゼム錠剤 プレドニゾロン錠剤 BP

アモキシシリンカプセル BP エリスロマイシン錠剤 BP リン酸プリマキン錠剤

アスコルビン酸錠剤 BP エナラプリル錠剤 USP プロプラノロール錠剤 BP

アテノロール錠剤 BP 葉酸 tab. BP プロプラノロール錠剤 BP

ベンズヘキソール錠剤 BP フロセミド錠剤 BP リファンピシンカプセル BP

ビサコジル錠剤 BP ファモチジン錠剤 USP サルブタモール錠剤 BP

カルバマゼピン錠剤 BP インドメサシン カプセル BP サルブタモール錠剤 BP

クリラムフェニコール カプセル BP メベンダゾール錠剤 USP 徐放性テオフィリン錠剤

リン酸クロロキン錠剤 BP メトフォルミン錠剤 BP トリフルオペラジン錠剤

クロキサシリン カプセル BP 小児用コトリモキサゾール錠剤 ベラパミル錠剤 BP

コトリモキサゾール錠剤 BP（大人用）パラセタモール錠剤 BP 複合ビタミン B 錠剤

出典：円借款協力準備調査時 MSD からの情報

また、2012 年 10 月の現地調査時においては、SPMC が独自資金にて新たな 15 種類の

医薬品製造のための機材整備を計画し、2015 年からの製造開始をめざしているとの説

明があった。具体的な新規医薬品については表１－２のとおりとなっており、この医

薬品のなかでも下線を付した製品は NCD 対策に有用な医薬品である。特に Atorvastatin 
Tablet に関しては、これまで SPMC で製造していた医薬品になかった用途である高脂血

症治療薬であり、早期治療を推進する「プライマリヘルスケアにおける NCDs 管理ガ

イドライン」（2012 年）においては、血清コレステロール値が高い場合に用いられる医

薬品として明記されており、今後健診が進展するに従ってニーズが上昇する可能性が

あるものである。施設拡張にあたっては、現在利用していない施設に管理部門を移し、

管理部門がある場所に製造施設を設置する予定である。
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表１－２　SPMC による新規医薬品製造計画

製品名 適用

1 Levothyroxine Tablets BP 甲状腺ホルモン

2 Spironolactone Tablets USP 降圧剤（利尿薬）

3 Losartan Potassium Tablets 降圧剤（アンジオテンシン阻害）

4 Domperidone Tablets BP 制吐薬

5 Atorvastatin Tablets 高脂血症治療薬

6 Cetirizine Tablets 抗ヒスタミン薬

7 Metronidazole Tablets BP 抗菌薬

8 Aspirin Tablets USP 解熱鎮痛剤（用量 300mg 予定）

9 Clopidogrel Tablets USP 血小板凝集抑制薬

10 Sodium Valproate Tablets BP 抗てんかん薬

11 Nifidipine Tablets extended release Tablets 降圧剤（カルシウム拮抗）

12 Esomeprazole Tablets 制酸剤

13 Alumina, Magnesia, Calcium Carbonate, and Simethicone USP 
Chewable Tablet

胃腸薬

14 Dexamethasone Tablet ステロイド系抗炎症薬

15 Gabapentin Capsules USP 抗けいれん薬

注） BP/USP が明記されていない医薬品は製造調査段階のため未定であるが、いずれも BP または USP に基づいた

ものとする予定。

SPMC からは既存医薬品、新規医薬品にかかわらず過去の無償資金協力と技術協力に

よる支援にて技術を得て、研鑽に励んでいるところであるが、技術的な支援としては

品質保証（特に Chemical Method, microbiology など）が望まれるとの要望があった。本

分野に関する SPMC への支援としては、日本の医薬品製造品質管理行政・体制を学ぶこ

とにより医薬品の品質管理や監視指導体制の強化を目的として、2012 年度は 11 月実施

の課題別研修「必須医薬品製造品質管理（GMP）」へ関係者（SPMC からは 5 名、MSD
からは 1 名）を参加させることで対応を進めている。

製造量の計画に関しては MSD からの要求に応える形で立案しているが、その要求量

すべてに対応できているわけではないため、現状では円借款などによる製造量の増加

が必要なことであると考えられる。

このようなことから、SPMC への技術的支援は本プロジェクト内に組み込むのではな

く、現時点では前述課題別研修への参加などで対応することを予定する。

４）RMSD による医薬品ロジスティクスについて

今次調査にて訪問したのはクルネガラ RMSD 及びバティカロア RMSD の 2 カ所。各

施設の概要は表１－３のとおり。
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表１－３　RMSD の概要

クルネガラ RMSD バティカロア RMSD

職員
医官　3 名

運転手含む Minor staff　10 名

Office in charge　1 名

その他職員が 2 名　レイバーが 3 名

保管施設の設備

保管施設の半分に医薬品保管ラック、

空調設備の設置

コールドルーム、フリーザー

空調設備なし

コールドルーム、冷蔵庫　3 台

輸送車両 トラック　2 台、バン　1 台 トラック　1 台

医薬品ロジスティクスの各段階における状況については以下のとおり。

ａ）需要予測

前述「２）MSD を中心とした医薬品ロジスティクスについて」にて記載のとおり、

RMSD は、毎年の MSD からの予算上限額を勘案し、管轄下の病院における薬剤需要

予測（毎年年末ごろに、2 年後の 1 月からの使用需要）を算定し、MSD へ要望する。

ｂ）MSD からの医薬品供給

MSD から RMSD に対しては、当該年の必要薬剤について、四半期に一度を基本と

して配布される。しかし、たいていの場合には MSD からの配布量は四半期分の需要

量を満たしているものではない
16
。MSD での配布は輸送手段が限定されていることか

ら、今回現地調査を行ったクルネガラ RMSD は月に 8 ～ 10 回、バティカロア RMSD
もほぼ毎週、MSD へ RMSD のトラックを送り、来るべきであった医薬品をその都度

MSD から取り寄せる対応としていた。

ｃ）病院への医薬品供給

RMSD から管轄病院への医薬品供給は原則として四半期に一度となっているが、

MSD から供給される医薬品が十分ではないために、一度に配布される種類・量は必

要量を満たすものではない。本来は管轄医療機関に配布することを想定したトラック

などの車両についても、医薬品の引き取りのため頻繁に MSD のあるコロンボへ派遣

しているため、各医療機関は、救急車などを使って RMSD まで医薬品を受け取りに

来ることもしばしばある。

ｄ）保管・管理

クルネガラ RMSD では医薬品保管倉庫のうち約半分を改修し、空調設備及びラッ

クを備えた保管スペースを整備した。とはいえ、改修したばかりとのことで、医薬品

を分類したうえで管理するというところまでには至っておらず、空いたスペースに手

持ちの医薬品をただ置いているという状況であった。また、倉庫の半分はラックなど

もなく、じかに医薬品が置かれている状況である。空調管理できていない部分に関し

ては、RMSD としても温度及び湿度の影響を懸念していた。在庫管理はパソコンによ

る処理を行っており、例えば医療機関に医薬品配布の送付状（invoice）を発行するた

びに（基本は四半期ごと）、在庫量を除するとともに、各施設からの年間要求量から

16
　 クルネガラ RMSD によると定期の供給量は需要申請の 40 ～ 50％程度との話である。RMSD によると、MSD に納入されるべき

医薬品が適時に納入されておらず、配布タイミングに間に合っていないとの説明を受けていているとのこと。
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も当該数量を除した数値を割り出している
17
。MSD が進めている在庫管理コンピュー

タシステムについては、2012 年 10 月の訪問時には、話は聞いているが具体的なこと

は通知が来ていないとのことであった。

バティカロア RMSD では空調設備は設置されておらず、また、スペースが狭すぎ

るために、医薬品を分類及びラベル付けしたうえでの保管ができていない。ここで

も、空調設備がないことによる、ほこりや湿気の影響を懸念しているとのことであっ

た。在庫管理は手書きにて行っており、期限切れの医薬品が発生するなどの問題も生

じている。

５）基幹病院（Base Hospital：BH）における医薬品ロジスティクスについて

クルネガラ BH での聞き取りによる調査結果以下のとおり。

・ 医薬品管理は課題のひとつ。外来医薬品窓口（dispensary）に医師の指示票を持って

来た患者に対して、処方された医薬品の在庫切れを示す「OS（out of stock）」を指示

票に記載して再度医師のところへ戻さないといけないことがよくある。病院に医薬品

のストックがない場合には、処方箋を発行し、患者に近くの薬局で購入してもらう必

要がある。なお、患者に対しては、基本的に 1 週間分の医薬品を渡すことが多い。

・ 病院で購入医薬品額の上限となる割り当てが少なく、資金的な問題が大きい。上限

金額内で請求しても要求した量が来ないということも問題。全体的な供給量として

は、需要の 80％程度という感覚。

・ 医薬品在庫管理に関しては、薬剤部の薬剤師が所定のノートに在庫量を記録し、毎

月の消費量の確認を行っている。薬剤部では 6 カ月分くらいのストックを基準に保管

している。薬剤部から配分する形で各病棟／外来医薬品窓口に医薬品を配分し、各部

所において在庫管理を行っている。

・ 病院の医薬品が不足している際の対応としては、クルネガラ教育病院（Teaching 
Hospital：TH）に在庫があるか確認し、ある場合には、同病院へ患者を搬送した際、

帰りの救急車に医薬品を積んでくることがある。他病院でも工面ができずに急を要す

る場合には、RMSD との調整により現地調達が許されることもある。

バティカロア BH における聞き取りによる現状は次のとおり。

・  医薬品の供給状況については、年間見積もりの約 90％の医薬品は MoH に承認されて

いるが、実際に受け取っているのは 60％程度。RMSD からは毎月医薬品を受け取る

ほか、救急車で TH へ患者を搬送した際に、毎週 1 回程度、必要な医薬品を工面して

もらっている。BH から他の病院へ医薬品を供給することは緊急時に限定され、実際

にはほとんどない。2011 年に在庫切れとなった医薬品は 10 種類未満。よく在庫切れ

になるのは、糖尿病治療薬（メトフォルミン）、降圧剤（エナラプリル）、甲状腺ホル

モン（サイロニン）。

・ 医薬品管理について、病院では記録用紙への記入により在庫管理を実施。医薬品は、

毎週月曜日に薬剤部から外来医薬品窓口及び病棟に支給している。医薬品保管のため

17
　 供給担当者と在庫管理担当者が異なっており、各施設からの要求量・出庫管理データと在庫状況のデータはシステムとしては別

になっている。現地調査では供給担当者から前者のシステムについて実際の文書を基に説明を受けた。
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の空調施設は一部屋のみあり、狭いながらも、用途に応じてセクションを区切り、棚

にラベリングをするなど、できる範囲で整理している。

（４）NCD に関するサーベイランスの構築に関して

１）NCD 行政ラインによる患者動向モニターの状況

ａ）健康診査結果情報によるモニタリング

HLC における住民健康診査結果については、図１－１のとおり。各施設にて取り

まとめた結果を毎月、県保健局（RDHS）へ送付、RDHS は各施設からの情報を集約

した月次報告を州保健局（PDHS）及び MoH NCD 対策課に送付。RDHS は四半期報

告も作成したうえで PDHS 及び MoH NCD 対策課への送付も行っている。MoH NCD
対策課は四半期に一度、各県 MO/NCD を集めたレビュー会議をコロンボにて開催し、

各地でのNCD対策事業の進捗を管理している
18
。NCD対策課は各地から送付のあった

情報を基に、「Progress Review of District Non Communicable Disease Prevention Programme」
を作成している。

月次報告及び四半期報告の際に伝達される情報については、表１－４のとおり。健

診場所（3 種類）、性別の計 6 分類に対し 9 項目に該当する人数が表にまとめられて

いる。

26 
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  Summary 
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図 1 健康診査結果情報の流れ 
出典：Guidelines for NCD Prevention, MoH, July 2012 をもとに改編 

 
表 4 健診結果報告内容 

健診場所 性別 項目 

HLC 健診 

男女 

新規受診者、喫煙者、噛みタバコ嗜好、過剰飲酒者、BMI 値（4 段階）、

血圧（2 段階）、空腹時血糖値（2 段階）、心血管疾患リスク（4 段階）、

紹介先 
職場健診 

巡回健診 

 
 現状では NCD 対策課に集められた情報は取りまとめをすることを開始した程度であり、当該情報

を基とした行動などに移すことはこれからの活動ということになる。HLC による健診活動の全国展

開、「プライマリヘルスケアにおける NCDs 管理ガイドライン」（2012）を基にした早期治療の展開

が全国的に展開されることとあわせて、各地における NCD 情報（特に高血圧、糖尿病、脂質異常症）

の収集と分析及び NCD 対策へのフィードバックする機構（NCD サーベイランス）の形成が重要と

考えられる。また、現実的には HLC では健診を行うが、診断は隣接（多くの場合同じ）する病院の

NCD・内科クリニックにて行われることとなる。そのため、病院における診断結果の情報について

の吸い上げが重要となってくる。 

                                            
18 これらのサイクルに関しては、2012 年に始まったばかりであり、四半期会議についても、2012 年 9 月の段階で 2 回目。 

出典：Guidelines for NCD Prevention, MoH, July 2012　を基に改編。

図１－１　健康診査結果情報の流れ

表１－４　健診結果報告内容

健診場所 性別 項目

HLC 健診

男女

新規受診者、喫煙者、噛みタバコ嗜好、過剰飲酒者、BMI 値（4 段階）、

血圧（2 段階）、空腹時血糖値（2 段階）、心血管疾患リスク（4 段階）、

紹介先

職場健診

巡回健診

18
　これらのサイクルに関しては、2012 年に始まったばかりであり、四半期会議についても、2012 年 9 月の段階で 2 回目。
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現状では NCD 対策課に集められた情報は取りまとめをすることを開始した程度で

あり、当該情報を基とした行動などに移すことはこれからの活動ということになる。

HLC による健診活動の全国展開、「プライマリヘルスケアにおける NCDs 管理ガイド

ライン」（2012 年）を基にした早期治療の展開が全国的に展開されることと併せて、

各地における NCD 情報（特に高血圧、糖尿病、脂質異常症）の収集と分析、及び

NCD 対策へのフィードバックする機構（NCD サーベイランス）の形成が重要と考え

られる。また、現実的には、HLC では健診は行うが、診断は隣接する病院（多くの

場合同じ病院）の NCD・内科クリニックにて行われることとなる。そのため、病院

における診断結果の情報についての吸い上げが重要となってくる。

現状の情報収集では HLC に来た住民が母集団となっており、必ずしも当該地域に

おける一般住民を代表する情報とはなっていない。既存のシステムの改善（例えば頻

度や情報量）と併せて、簡素でより正確な状況を把握できるサーベイランス（例えば

定点観測的な調査の実施など）を別途構築する必要がある。

将来的に全国でも展開できることを念頭に置き、現状のどのレベルから開始するか

などは実施時の検討となるが、プロジェクト活動での取り込みが必要と考えられる。

MoH の NCD 対策課、疫学課に加えて世銀や WHO も含めた関係者による十分な協議

のうえでサーベイランスの案を決定し、プロジェクトサイトでパイロットを実施して

いくこととなる。

ｂ）STEPS リスクファクター調査

NCD 対策課では、WHO との連携による STEPwise approach to chronic disease risk 
factor surveillance（STEPS）を 2003 年（西部州のみ）、2006 年（全国）に実施

19
。同調

査では、質問票及び身体検査のステップで調査を行い、NCD のリスクファクター（喫

煙・運動習慣などの行動、体重・血圧などの身体状況）の状況を明らかにしている。

ほぼ 5 年おきに実施されることが予定されており、2012 年 10 月訪問時には 2013 年

に開始するとの NCD 対策課及び WHO からの情報であった。

２）MoH による疫学情報収集の状況

ａ）入院患者の情報

MoH では政府系病院のうち小規模な病院を除き、入院患者疾病・死亡報告 
（IMMR）を 1996 年から国際疾病分類 第 10 版（International Classification of Diseases 10th 

Revision：ICD-10）に沿った疾病分類を簡略化した分類で患者が該当する疾病の情報

を収集している
20
。

保健情報課では当該情報を取りまとめ、AHS として発行しているが、最新版は

2007 年となっている。これは、対象病院でのデータ入力のための人材不足などによ

り情報の流れが滞っていることが原因との説明であった。この状況を改善するためと

して、病院端末にてデータを入力し、電子化したうえで情報を報告するシステムであ

る電子化入院患者疾病・死亡報告（E-IMMR）の構築が行われている。既に 7 つの規

模の異なる病院での試行を終え、今後 20 施設を試行対象に追加した段階に移ること

19
　報告書は WHO のサイトにて入手できる。（2012 年 12 月 10 日アクセス）http://www.who.int/chp/steps/sri_lanka/en/index.html

20
　スリランカ Annual Health Bulletin 2003。3. Morbidity and Mortality　3.1 Hospital Morbidity and Mortality
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となっている。MoH にて 5 カ年の保健セクター開発計画を策定中であるが、その中

で全国医療施設（約 1,000）のうち、80％の施設での導入をめざしている。

各患者には 7 つの情報〔診断名、年齢、ベッドヘッドチケット（Bead Head Ticket：
BHT）21

番号、性別、入院日、退院日、退院方法（他機関搬送、死亡を含む）〕が含ま

れる。現在の紙ベースのものでは、単一疾病診断のみであるが、E-IMMR の改訂版

version 2（開発したが未試行）においては複数診断を可能とする予定。各病院におい

ては、インターネット接続のあるコンピュータが必要。データのバリデーション（検

証）はシステムで行われるため、これまでの紙ベースでの集計よりエラーが減少する。

MoH では病院、県、州及び国家レベルのデータが把握できることとなる。

バティカロア BH を含む東部では 3 年前から、MoH 保健情報課が導入しているもの

とは別ソフトウェアによる電子式 IMMR を導入している。医療情報官はおらず、病

院の管理官（Management Officer）が作業を行っている。入院患者の情報は病院受付時

に受付コンピュータに入力され、当該情報を基に、管理官がコンピュータ上で ICD-
10 コードへの変換も行ったうえで BHT を作成。IMMR は BHT からコンピュータで

自動生成される。このシステムは院内イントラネットのみで構成されており、病院は

IMMR を印刷後、RHDS に提出している。

＜ E-IMMR の試行状況（西部州クルタナ県パナドラ BH）＞

・ 院内に医療統計ユニット（Medical Statistics Unit：MSU）があり、医師 1 名、データ

入力オペレーター 2 名、スタッフ 2 名の体制。機材としてはコンピュータ、プリ

ンタ各 1 台が存在。以前は MSU に医師は配置されていなかったが、多くの BH に

おいて、ICD-10 コード変換作業のために配置されつつある。データ入力オペレー

ターは 6 カ月の院内研修を受ける。

・ 2011 年 1 月から E-IMMR を採用し、紙ベースの IMMR 登録簿は E-IMMR 導入後廃

止となった。

・ 各病棟から BHT が持ち込まれると、MSU の医師が ICD-10 コードを BHT に手書き

で記載。その後、データ入力オペレーターが BHT 情報を E-IMMR システムに入力

する。BHT が持ち込まれた日に MSU にて情報入力を済ませ、情報集約が遅れる事

象は発生していない。BHT はこれまでどおり、年・月・BHT No. ごとに束にして隣

室に保管。

・ E-IMMR の画面上入力可能なデータは以下のとおりであるが、現在は下線を付した

データのみ入力している。

－ BHT No.
－ NIC（Name of Institution）No.
－ Personal Health Record No.
－ Age
－ Sex

21
　 病棟にて担当医務官が診断結果を記入する個票。その後病院内の統計情報部に配属されている医療情報官（Medical Record 

Officer）により個票から総表への取りまとめが行われ、IMMR 情報集約に用いられる。
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－ Address
－ Discharge Mode（live, transfer, death）
－ Date of admission（+ Time of admission）
－ Date of discharge（+ Time of death）
－ IMMR Code
－ ICD Code
－ Hospital Reference（Ward No.）

・ 院内で死亡者数トレンドをみるための分析は行っていないとのこと。

・ バックアップは手動で、情報を入力するたびに行っている。インターネット接続

が悪い場合には、同じ PC で医師が Office Access で別途作成している死亡記録（In 
ward death record と On admission death record）にデータを入力し、インターネット接

続が回復してから E-IMMR に入力する。自家発電機があるため、停電によるトラブ

ルは 1 カ月に一度以下程度。

・ MSU では E-IMMR のほか、上述の死亡記録やクリニックや外来部の患者数をエク

セルで管理している。死亡記録には E-IMMR に入力しているデータのほか、患者氏

名、到着後 48 時間以内の死亡などの追加情報を記載。

ｂ）疾病発生動向調査

MoH 疫学対策課では 28 種類の感染症の発生動向を把握し、週間疫学報告（Weekly 
Epidemiological Report）や四半期報告書（Epidemiological Bulletin）を発行し

22
、関係部署

による活用のために共有が進められている。発生動向の確認方法としては、①定期感

染症動向調査、②特殊感染症調査、③定点観測調査の 3 種類を実施。定期感染症動向

調査では、全病院施設からの情報を集約し取りまとめている。

疫学対策課との意見交換では、感染症は報告スピードと傾向把握が必要であるが、

NCD は迅速性感染症ほど迅速性が要求されない。全国的な情報収集では IMMR が、

定点観測では外来の糖尿病・内科クリニックも活用もできるかもしれない（IMMR は

入院患者に限定されているため）ことなどが話し合われた。

（５）円借款対象予定 BH について

今次技術支援の対象は、円借款の支援対象となる BH を想定している。第１次調査であ

る 2012年 10月末時点での各病院の基本情報については巻末の付属資料１「対象BHの現況」

のとおり。

（６）他のパートナーの活動状況

１）世界銀行

世銀では、NCD 分野に対する協力に特化しているわけではなく、2004 年から保

健医療セクター全体の改善を目標とする第１次保健セクター開発計画（Health Sector 
Development Project：HSDP）を展開してきた。2004 年から 2010 年までのグラントで 6,900
万米ドル、2010 年から 2011 年までのクレジットで 2,700 万米ドルの実績となっている。

22
　MoH Epidemiology Unit のウェブサイトにて掲載されている。
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2012 年末現在で、第２フェーズ実施のための調整を行っており、2013 年中頃か

らの開始に向けて、年間計画（Annual Implementation Plan）やディスバース連結指標

（Disbursement Linked Indicators：DLIs）の策定が行われている状況。年間計画では各活動

に 2 ～ 3 の成果指標を設定し、DLIs として活用されることが想定されている。

世銀担当官との意見交換では、技術協力で試行した事業の拡大を MoH の年間計画に

反映させ、当該計画の実施を世銀から資金協力（セクター・プログラム・ローン；保健

セクターを対象とした開発政策支援借款）を活用して行うことができるのではないかと

の示唆を受けた。本プロジェクトでは限定的な県での活動が主となるため、州及び全

国への展開の際の資源として、本資金協力との連携を考慮し、プロジェクト実施にあ

たっては適宜世銀との意見交換を継続することが必要である。

２）世界保健機関（WHO）

日常的な MoH との関係として、MoH 次官とステアリング・コミッティ、次官補と

ワーキング・グループ、保健サービス局長とアドバイザリー・グループをそれぞれ開

催し、全体方針などに関する意見交換を行っている。

対スリランカ向けの WHO 協力計画となる 2012 ～ 2017 年の国別協力戦略（Country 
Cooperation Strategy：CCS）においても、表１－５のとおり 6 つの優先戦略（Strategic 
Priority）を定め、NCD 対策をそのうちひとつとして協力を行っている。

NCD 分野に関しては、① Best buy 介入（最推奨介入策；費用が少なく効果がある介入）

の推進、②プライマリ・ヘルス・ケア（Primary Health Care：PHC）推進〔例えばコミュ

ニティでの予防対策改善（BMI 概念などの簡易なものの導入）、医療施設に必要な必須

医薬品リストなどの指針への NCD 医薬品の追加〕、③指標のモニタリングを進めてい

る。

より具体的な内容としては MoH 関係者のフェローシップ（海外研修）、印刷物提供

などを行っている。技術的な観点からは WHO では「希少資源状況における NCD 対策

必須介入パッケージ（Package of Essential Noncommunicable Disease Interventions for Primary 
Health Care in Low-Resource Settings：PEN）」を定め、当該概念に従った事業の推進を図っ

ている。PEN は全世界に対しての指針として考えられているものであり、スリランカ

への適用については状況に適するように読み込む必要があり、MoH との議論はその都

度行っている。

また、5 年おきに NCD 対策課による STEPwise approach to chronic disease risk factor 
surveillance（STEPS）23

の実施を支援しており、2013 年に 2 回目が実施される予定である。

23
　 報告書は WHO のサイトにて入手できる。（2012 年 12 月 10 日アクセス） 
http://www.who.int/chp/steps/sri_lanka/en/index.html
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表１－５　 WHO CCS 優先戦略の NCD 関係部分

Strategic Priority

Main Focus Area

Strategic Approach

3 Non-communicable diseases, injuries and mental heath

3.1 To prevent and reduce disease, disability and premature death from chronic non-communicable 
diseases.

3.1.1 Advocate for raising the priority to and integrate prevention and control of NCDs into 
policies across all government ministries and private sector organizations.

3.1.2 Support prevention of chronic NCDs by strengthening policy, regulatory and service 
delivery measures for reducing the level of risk factors of NCDs in the population.

3.1.3 Empower the community for promotion of healthy lifestyles for NCD prevention and 
control.

3.1.4 Ensure sustainable financing mechanisms that support cost-effective health interventions 
at both preventive and curative sectors.

3.1.5 Strengthen national health information system including disease and risk factor 
surveillance.

3.2 WHO supports the Government of Sri Lanka to develop effective and holistic decentralized 
mental health services in line with the National Mental Health Policy of Sri Lanka.

3.2.1 Support the implementation of national policies and strategic plans for the prevention and 
control of mental health problems and issues.

3.2.2 Support government initiatives on establishing cadres for mental health in view of human 
resource development for mental health.

3.2.3 Support the implementation of policies and programmes for the prevention of harm from 
alcohol and substance use and lead healthy lifestyles.

3.2.4 Support initiatives on stigma mitigation concerning the mental disorders to improve access 
to mental health services.

出典：WHO, Country Cooperation Strategy：Sri Lanka 2012-2017

３）その他

World Diabetic Foundation が Sri Lanka Medical Association と行っている「ニロギランカ・

プロジェクト」は、MoH NCD 対策課にも技術的な支援をしている。
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第２章　プロジェクトの計画立案

２－１　プロジェクトの概要

（１）プロジェクト名称

【和名】 当初名：非感染症対策強化プロジェクト

 変更後：非感染性疾患対策強化プロジェクト

【英名】  要請名：NCD Project（Best Practice Model on Management of NCD at Primary Care 
Level）

 調査後：Project for Enhancement of Non-communicable Diseases Management
（変更理由）  本プロジェクトで強化が期待される機関としては、１次医療施設レベル

（Primary Care Level）に限定されるものではなく、１次医療施設よりも高度な

医療を提供する２次医療施設に分類される基幹病院が主体となる。また、単

一の実施モデルというものではなく、非感染性疾患対策で強化が必要な患者

フォローアップ、医薬品管理、発生状況調査などの複数の対策の強化を行

う。これらの協力であることを明確にするために英文名称を変更する。

  また、NCD を示す和文用語として現状では「非感染性疾患」と称することが

多くなり、用語の統一のため。

（２）対象地域

・ コロンボ（MoH）

・ 4 州 4 つの基幹病院の診療圏

州・県 病院名 診療圏人口 *

中央州キャンディ県 テルデニア BH Teldeniya BH 304 千人

東部州バティカロア県 カルワンチクディ BH Kaluwanchikudy BH 250 千人

北西部州クルネガラ県 ガルガムワ BH Galgamuwa BH 300 千人

サバラガムワ州ケゴール県 ワラカポラ BH Warakapola BH 250 千人

* 詳細計画調査団調べ

（３）プロジェクト期間

2014 年 2 月から 4 年間

（４）ターゲット集団

・ MoH NCD 対策課技術スタッフ　　7 名

・ 対象 4 州 4 県の NCD 担当医官（MO/NCD）各 1 名 4 県で 4 名

・ 対象 4 基幹病院の医療従事者（病院管理者、専門医、薬剤部職員など）

4 基幹病院各 10 名、合計 40 名程度

・ 対象 4 基幹病院と連携する HLC 従事者（医師・看護師）各 2 名

4 基幹病院各 5 HLC で合計 40 名程度

・ 4 基幹病院診療圏住民（約 110 万人）



－ 27 －

（５）スリランカ側実施体制

プロジェクトディレクター（Project Director：PD）及びプロジェクトマネジャー（Project 
Manager：PM）は、第１次調査時に保健次官に任命を依頼し、2012 年 11 月 7 日付で以下の

とおり任命の連絡があった。

１）PD
MoH 次官（Secretary）

2012 年 12 月時点では、Dr. Y. D. Nihal Jayathilake。
２）PM

MoH 計画課長（Director, Planning）
2012 年 12 月時点では、Dr. S. C. Wickramasinghe。

３）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）
プロジェクトディレクターである MoH 次官を議長として、討議議事録（R/D）記載の

構成で少なくとも 1 年間に 2 回をめどに開催する。

２－２　プロジェクトの基本計画

２－２－１　プロジェクトの目標

（１）プロジェクト目標：

対象 4 州 4 県の対象地域において、全国に応用可能な HLC 並びに １次及び２次医療施

設を含む NCD24
管理モデルが開発・実施される。

（指標）

・ 基幹病院等の２次医療施設を含めた NCD 管理モデルのためのガイドラインやマニュ

アル等が発行される。

・ １次医療施設の NCD 患者のうち、専門医による治療が必要な患者の XX％以上が適

切な治療を対象基幹病院で受ける。

・ NCD サーベイランス結果が分析され、NCD 予防戦略に反映される。

（２）上位目標：

HLC 並びに１次及び２次医療施設を含む包括的な NCD 管理が全国で実施される。

（指標）

・ 全州において XX％以上の２次医療施設が NCD 管理のためのガイドラインに沿った

NCD 管理を行う。

２－２－２　成果と活動

（１）成果

成果１： HLC と対象基幹病院においてトータルリスクアセスメント
25
による NCD 管理

24
　本プロジェクトにおける NCD は、糖尿病、高血圧症、脂質異常症を対象とする。

25
　血圧、血中脂質、BMI、喫煙・飲酒習慣など NCD に関連する危険因子を総合的に勘案する方法。
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が強化される。

（指標）

1-1　 HLC で発見された XX％以上の高リスク者や患者が NCD 予防ガイドラインに沿っ

て適切にフォローされる。

1-2　 XX％以上の MO/NCD が NCD 予防ガイドラインに沿って定期報告書を期限内に提

出する。

1-3　 資源有効活用のための基幹病院、HLC その他の保健医療施設間でのネットワーク

が構築される。

成果２：対象基幹病院において必須医薬品と医療資材の在庫管理が強化される。

（指標）

2-1　対象基幹病院において新しい在庫管理電子システム
26
が在庫管理に活用される。

2-2　 対象基幹病院において必須医薬品と医療資材の在庫切れや期限切れ在庫の発生す

る頻度が○○％減少する。

成果３：NCD サーベイランスシステムが構築される。

（指標）

3-1　 国のトレンドを見るために、高血圧、糖尿病、脂質代謝異常症の発生状況が年ご

とに NCD 課に報告される。

3-2　報告された情報を基として、政策、指針、手引きの策定または改訂に活用される。

成果４：NCD 管理モデル活動を全国展開するための計画がまとめられる。

（指標）

4-1　 基幹病院等の２次医療施設を含めた NCD 管理モデルのためのガイドラインやマ

ニュアル等の必要文書が MoH により準備される。

4-2　4-1 で準備された文書類が○年○月までに MoH によって承認される。

（２）活動

1.1　 １次医療施設の患者や HCL のスクリーニングで発見された高リスク者のフォロー

アップシステムが開発される。

1.1.1　 HLC のスクリーニング後に更なる検査や治療が必要とされた高リスク者及び患

者の健康指導に対するコンプライアンスに関する状況分析を行う。

1.1.2　 HLC のスクリーニングで発見されたハイリスク者や患者のフォローアップ制度

を構築することを目的としたオペレーショナルリサーチの計画を作成する。

1.1.3　 オペレーショナルリサーチの実施と評価を行う。

1.1.4　 1.1.3 の結果を基に HLC スクリーニングで発見された高リスク者及び患者のフォ

ローアップのためのガイドラインを作成する。

1.1.5　対象地域においてフォローアップ制度を実践する。

26
　 紙ベースで実施されている在庫管理を、エクセルなど簡易かつ汎用されるソフトウェアを用いて改善を進めるためのシステム。
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1.2　 対象地域において限定された資源の効率化のための基幹病院、HLC その他の保健

医療施設間でネットワークを構築する（例えば検査、情報交換など）。

1.2.1　対象地域でネットワークのためのパイロットモデルを作成する。

1.2.2　対象地域にてパイロットモデルを実施する。

1.2.3　パイロットモデル実施結果を検証する。

1.2.4　対象州の他地域へ拡大する計画を策定する。

1.2.5　対象州の対象地域におけるネットワークを構築する。

1.3　対象県の MO/NCD のモニタリング能力を強化する。

1.3.1　MO/NCD による HLC 等での NCD 対策モニタリング制度の現状を検証する。

1.3.2　 1.3.1 の結果を踏まえ、MO/NCD のモニタリング制度をモニタリング試行モデル

として改定する。

1.3.3　試行モデルを対象県で実施する。

1.3.4　対象県においてMO/NCDのモニタリング活動を評価するための定期会合をもつ。

1.3.5　MO/NCD 向けの指針及び研修モジュールを改定する。

1.3.6　対象 4 県においてモニタリング制度に関する MO/NCD 研修を実施する。

2.1　対象基幹病院における必須医薬品及び医療資材管理の状況分析を実施する。

2.2　対象基幹病院における必須医薬品及び医療資材の電子管理システムを開発する。

2.2.1　必須医薬品及び医療用品管理の電子管理システム案を作成する。

2.2.2　対象基幹病院において 2.2.1 案を試行する。

2.2.3　2.2.2 の結果に基づき、システムを最終化する。

2.2.4　対象基幹病院の全関係職員に対し、電子管理システムに関する研修を実施する。

2.2.5　対象基幹病院において最終化した電子管理システムを実施する。

3.1　NCD 危険因子サーベイランスシステム試行モデルを策定する。

3.2　試行モデルを改善するために対象地域において実施する。

3.3　 3.2 のサーベイランス結果を基に NCD 予防戦略など必要な対策の改善に資するた

めのフィードバックの仕組みを開発する。

3.4　3.2 及び 3.3 の結果を踏まえ、システムの最終化を実施する。

4.1　対象地域における NCD 管理のためのプロジェクト活動の達成状況を検証する。

4.2　 医薬品管理システムを含む HLCs と基幹病院間における NCD 管理モデルが全州で

活用されるよう最終化する。

4.3　上記システムの指針や研修モジュールを最終化する。

4.4　 NCD 管理モデルを州全体で強化するための機材や研修等の適切なレベルや必要な

資源算定を行う。

4.5　NCD 管理モデルを全国展開するための段階、関係者とその役割を特定する。
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２－２－３　投入計画

（１）日本側

・ 専門家（チーフアドバイザー、NCD 管理、疫学、医薬品ロジスティクス、保健情報シ

ステム）

・ 現地活動費（ワークショップ、研修、会議費、現地専門家）

・ 資機材（情報処理機材等）

・ 本邦研修（MoH・保健局 NCD 対策官：NCD 管理、対象病院管理者：病院管理）

（２）スリランカ側

・ カウンターパート配置

プロジェクトディレクター：MoH 次官

プロジェクトマネジャー：MoH 計画課長

そ の他（MoH 医療局長補、公衆衛生サービス局長補、教育・訓練・研究局長補、NCD
対策課長ほか）

・ プロジェクト執務室及び設備

・ 執務室運営経費

・ 関税・付加価値税、税関措置費用、供与機材に要する保管・輸送費用
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第３章　プロジェクトの事前評価

３－１　妥当性

本プロジェクトは、以下に記すとおり、スリランカ国の政策、日本国の対スリランカ国別援助

方針に合致しており、デザインも適切であるため、実施の妥当性は高いといえる。

３－１－１　政策・ニーズとの整合性

（１）相手国政府の政策

現行の国家開発計画「マヒンダ構想
27
」は、高齢化や疾病構造の変化とともに増加傾向

にある非感染性疾病（NCD）及び脆弱集団のニーズへの対応を保健医療分野の重点課題の

ひとつに位置づけている。NCD 対策強化として、コミュニティにおける「集団アプロー

チ
28
」による危険因子への介入や、費用対効果の高い高リスク集団を対象としたスクリー

ニングの実施、医薬品の適切な処方、保健医療施設における生活習慣改善をめざした個別

カウンセリングの実施などを具体例として挙げ、バランスのとれた１次予防（健康増進）・

２次予防（早期発見・早期治療）・３次予防（リハビリテーション）を実施する必要性が

強調されている。本プロジェクトは、２次医療施設を含んだ地域全体の NCD 管理モデル

の確立を目標に据え、健診後の診断・治療体制の強化、医薬品ロジスティクスの改善、介

入効果のモニタリング体制の強化を行うものであり、上述のスリランカ国政府の政策と整

合性が確保されているといえる。

（２）地域のニーズ

出生率の低下及び平均寿命の延長により、スリランカは他の途上国と比べ高齢化率の伸

びが速く、2035 年には 16.5％に達する
29
と予測され、高齢化や都市化に伴い NCD 疾患の

疾病負担は今後ますます増加することが懸念される。

スリランカでは、1980 年代から既に心臓疾患や脳疾患などの NCD が死亡要因として感

染症を上回り、スリランカ保健省（MoH）によると 2007 年の５大死因のうち４大死因は

NCD に起因している
30
。心血管疾患や糖尿病の年齢調整死亡率は OECD 諸国の 2 ～ 4 倍高

く、特に労働人口である男性若年層の死亡率が高いため
31
、経済発展の観点からも NCD 対

策は重要課題となっている。2005 年に WHO がスリランカを含む途上国 10 カ国を対象に

実施した循環器疾患患者の治療状況に関する調査
32
では、スリランカは最も保健サービス

へのアクセスが良好である一方、必須医薬品が不足するなど保健システムの脆弱性が指摘

されている。JICA が 2010 年に実施した「地方基礎社会サービス改善事業協力準備調査」

27
　Department of National Planning, 2010, ‘Mahinda Chintana: Vision for the Future, The Development Policy Framework’.

28
　 「健康障害を起こす危険因子を持つ集団のうち、より高い危険度を有する者に対して、その危険を削減することによって疾病を

予防する方法を高リスクアプローチ（High risk approach）と呼び、集団全体で危険因子を下げる方法を集団アプローチ（Population 
approach）と呼ぶ」（厚生労働省「健康日本 21」総論 第３章 第２節）

29
　World Bank HNP Discussion Paper: Prevention and control of selected chronic NCDs in Sri Lanka: Policy Options and Action, 2010

30
　 Annual Health Statistics Sri Lanka 2007。病院における 5 大死亡要因は順に①虚血性心疾患（I 20-25）、②悪性新生物（C00-D48）、
③肺性心疾患及び肺循環疾患等（I 26-51）、④脳血管疾患（I 60-69）、⑤消化器系疾患（K20-92）。

31
　World Bank HNP Discussion Paper: Prevention and control of selected chronic NCDs in Sri Lanka: Policy Options and Action, 2010

32
　WHO: WHO study on prevention of recurrences of myocardial infarction and stroke (WHO-PREMISE), 2005
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においても、全国の２次医療施設において心血管病関連の医薬品の在庫切れが頻繁に発生

していると報告されている 。

（３）日本の対スリランカ国別援助方針

スリランカに対する日本の援助方針を示した事業展開計画（2012 年 6 月）は、援助重

点分野として、経済成長の促進、後発開発地域の開発支援、脆弱性の軽減の 3 点を挙げて

いる。脆弱性の軽減のための社会基盤整備として、疾病構造の変化に対応した保健医療シ

ステムの確立を支援アプローチとしている。本プロジェクトは現行の技術協力プロジェク

トである NPP 技プロで構築された NCD 予防モデルから経験・教訓を抽出し、円借款事業

「地方基礎社会サービス改善事業」で強化される２次医療施設の管轄地域において地域全

体の NCD 管理強化をめざすものであり、日本の対スリランカ国別援助方針に合致してい

るといえる。

（４）グローバルヘルスにおける潮流との整合性

2000 年の WHO 世界保健総会にて決議された「NCD 予防対策のための世界戦略」
33
は、

NCD 罹患率、障害、早世の減少を戦略目標に掲げ、その達成手段として流行状況の把握、

危険因子・決定因子に対する暴露量の低減及び医療体制の強化を戦略目的に設定してい

る。WHO は NCD 世界戦略を実践していく具体的行動指針として「NCD 予防対策のため

の世界戦略に対する行動計画 2008 ～ 2013 年」
34
を作成し、戦略目的に対し 6 つの行動目標

を設定している。本プロジェクトで取り組む２次及び１次医療体制の強化、基本的医薬

品・技術の十分な機会利用、十分に機能する紹介メカニズムは行動目標２「NCD の予防

と管理に関する国の政策や計画を確立・強化する」に該当し、疾病発症率に関するデータ

を定期的に収集し、国の戦略にフィードバックする体制づくりは、行動目標６「国、地域、

世界レベルで NCD とその決定因子のモニタリングを行い、進捗状況を評価する」を実践

するものであるといえる。

また、心血管イベント発症リスクの高い患者に対する保健指導を含む治療（糖尿病患者

の血糖管理を含む）体制の強化は、WHO が①健康へのインパクト、②費用対効果、③実

施にかかる費用、④拡大展開の実現可能性の観点から、心血管病と糖尿病に対する最推奨

介入策（Best Buy）35
と位置づけており、資源の限られた途上国で優先的に実施することを

推奨している。以上より、本プロジェクト内容は世界の潮流と整合性がとれているといえ

る。

３－１－２　プロジェクト・デザインの妥当性

（１）プロジェクトのアプローチとロジック

プロジェクトは、全国展開が可能な２次医療施設を含んだ地域の NCD 管理モデルの構

築をめざし、MoH が多くの１次医療施設で設置を進める HLC における健診実施後の診

33
　WHO, Global Strategy for the Prevention and Control of Noncommunicable Diseases, 2000

34
　WHO, 2008-2013 Action plan for the global strategy for the prevention and control of noncommunicable diseases, 2008

35
　 WHO and WEF: From Burden to “Best Buys”: Reducing the economic impact of Non-Communicable Diseases in Low- and Middle-Income 
countries, 2011
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断・治療に至る体制を強化することを成果のひとつとしている。具体的には、２次医療施

設を地域中核病院と位置づけ、１次医療施設との連携強化を図ることにより、１次医療施

設で提供できる治療の質を確保するとともに、１次医療施設で良好な治療経過がみられな

い患者を２次医療施設へ紹介しモニタリングする制度、２次医療施設にて診断・治療が行

われた患者の１次医療施設への逆紹介制度、県保健局の MO/NCD の能力強化が活動とし

て計画されている。同時に、２次医療施設内の必須医薬品管理システムを強化し、当該病

院に配分される限られた資源が有効に活用される体制を構築することを成果に組み込むこ

とで、治療の継続性を補強している。また、本プロジェクトを含めた MoH の NCD 予防・

対策の介入効果・影響を疾病発症率のサーベイランスを行うことにより評価し、NCD 対

策の見直しを行う体制を構築することで、効果的な介入策が全国展開されることをめざし

ている。以上より、本事業は NCD 管理モデルが地域において適切に実施され、全国へ展

開されるに必要な要素が網羅されており、プロジェクト目標に至るロジックは適切にデザ

インされているといえる。

（２）ターゲットグループ

ターゲットグループについては、技術協力の相手方となる MoH NCD 対策課、円借款事

業で整備される 4 つの基幹病院（BH）の管理職員及び薬剤部職員、当該 BH が存在する

県の MO/NCD 並びに 4 つの BH の診療圏住民を主なターゲットとしている。円借款によ

る BH の施設整備が 2014 年中旬の完工をめざして実施されているが、整備された BH が

地域で有効活用されるためには、1 次医療施設との連係強化や必須医薬品管理の改善の点

で一層の向上が求められている。

（３）日本の技術の比較優位性

日本は 1980 年以降、ほぼ 10 年単位で国民健康づくりを実施し、2003 年には健康増進

法が制定され地域全体の保健医療水準の向上への取り組みが強化されるとともに、2008
年には特定健康診査・特定保健指導が導入され、日常生活習慣の改善を促すことで生活習

慣病の予防を図る試みが行われるなど、日本国内において NCD は重要課題として位置づ

けられ積極的な取り組みが行われている。

1950 年以降、経済発展とともに生活習慣病に関連した死因が上位を占めるようになっ

たものの、脳血管疾患による死亡率は著しく低下し、心疾患の早世率も減少傾向にある。

主要 NCD 年齢調整死亡率は他の OECD 諸国よりも低い値を維持し
36
、疾病構造の変化に対

応した保健医療体制の確立及び地域保健活動手法は日本の比較優位とする分野といえる。

JICA は、NPP 技プロにおいて、MoH とともに住民に対する健診活動、保健指導及びコ

ミュニティにおける健康増進活動を中心とした NCD 予防モデルの構築・展開に取り組ん

でいる。MoH は同プロジェクトで構築された健診モデルを活用し、１次医療施設におけ

る NCD 対策強化を目的とした HLC の設置を全国で進めている。同時に円借款事業「地方

基礎社会サービス改善事業」で NCD の早期発見及び早期治療の強化を通じた NCD 対策

の能力強化をめざした取り組みが行われている。

36
　WHO: Non-Communicable Diseases Country Profiles, 2011
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本プロジェクトは、NPP 技プロの成果を踏まえて MoH が全国に展開を進めている健康

生活スタイルセンター（HLC）と円借款で整備される２次医療施設の連携強化及び医薬品

ロジスティクスの改善により、地域全体の NCD 管理向上をめざし、同時にサーベイラン

スシステム構築により進捗状況の評価を行い、効果的な戦略の展開を確保するデザインと

なっており、日本の生活習慣病対策の経験と、これまでのスリランカにおける取り組み成

果を生かしたデザインになっているといえる。

３－２　有効性

有効性は見込まれる。

（１）プロジェクト目標達成に至るロジック

プロジェクトは、全国展開を視野に入れた NCD 管理モデルが対象地域で構築されること

を目標としている。「３－１－２　プロジェクトデザインの妥当性」で記述したとおり、プ

ロジェクト活動を通じてモデルを構築するために必要な成果が達成されるデザインであり、

プロジェクト目標に至るロジックは適切であるといえる。

（２）プロジェクト目標達成の見込み

プロジェクト目標が達成される見込みは高く、プロジェクト目標の指標は、適切に設定さ

れている。治療経過の思わしくない患者が２次医療施設に紹介され専門医の治療を受ける体

制が十分に機能した際には、治療を適切に受けている人の割合の増加（指標１）が見込ま

れ、早期発見を早期治療に確実に結び付ける体制が構築されたと判断できる。具体的数値設

定については、ベースラインで現状を把握のうえ、健診後の精密検査などのための病院選択

が自己裁量で行われる点を考慮したうえで、適切な数値設定することが必要である。また、

疾病発症状況のトレンド把握により対策効果を評価し、戦略にフィードバックする体制の確

立（指標２）及び全国展開に向けたリソース算定やガイドライン・マニュアル等の整備（指

標３）は、NCD 管理モデルが全国に普及されることを確実にするものであるといえる。

３－３　効率性

プロジェクトは効率的な実施が見込まれる。

（１）アウトプット達成の見込みとアウトプット達成に至るロジック

アウトプットは、上述したとおり、必要な要素が適切にデザインされている。アウトプッ

トを産出するための十分な活動が時系列に沿って適切に計画されており、アウトプット達成

見込みは高い。なお、サーベイランス構築（成果３）に関しては、MoH 内でも複数の課が

関与し
37
、また、WHOや世銀も支援を行っている分野であることにかんがみ、重複の回避や

役割分担の明確化のため、詳細の活動を決定する際には関係者による十分な協議・合意形成

が必要である。

37
　 感染症に関するサーベイランスは疫学ユニットが統括しており、入院患者疾病・死亡報告（IMMR）等の院内保健情報システム

に関しては、計画局内の保健情報課が担当、HLC からの定期報告は NCD 対策課が情報を回収している。
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（２）投入の効率性

日本側の投入のうち、パイロット地域が分散しアクセスの悪い地域が含まれているため、

専門家の投入には活動計画にのっとって対象 4 地域の巡回に必要な派遣期間を計画すること

が必要である。機材は、活動地域となる基幹病院には円借款による施設整備と機材調達が行

われることから、大規模なものは想定されず、専門家の技術移転に必要なものが小規模に行

われることが想定される。

今後、プロジェクトデザイン確定に際して、MoH 及び州 / 県保健局（PDHS/RDHS）と、

プロジェクト活動に必要な施設・資機材・消耗品に必要な予算を協議し、世銀融資プログ

ラムなど可能な既存スキームの活用も検討する必要がある。特に NCD 担当医官（MO/NCD）

や専門医の配置、MO/NCD のモニタリング活動に必要な車両の確保、検査・治療に必要な

基礎医薬品の継続的な提供、プロジェクトのオフィススペースの確保についてコミットメン

トを得、十分な投入が効率的に行われる体制を確保することが肝要である。

（３）外部条件

アウトプットを達成するためには、本プロジェクトによる関係機関同士での連携強化など

の活動に対して、勤務する保健医療人材によって新しい役割が受け入れられることが必要で

ある。上位目標の達成のためには、保健政策上 NCD 政策の位置づけが大幅に下げられず、

かつ、プロジェクト成果を他の地域に展開するために PDHS が予算確保することが必須とな

る。このため、プロジェクト活動はスリランカ MoH のみならず PDHS のオーナーシップを

十分に確保し、プロジェクト終了後に MoH と共に州レベルで対策が推進されるよう支援す

ることが重要である。

３－４　インパクト

プロジェクトが順調に実施されプロジェクト期間終了後もスリランカ側で活動を継続し、プロ

ジェクト対象外の２次医療施設の設備強化及び HLC の活動が促進されれば、上位目標の達成や

その他のインパクトが見込まれる。

（１）上位目標達成に向けたロジックと達成の見込み

上位目標とその指標は、適切に設定されているといえる。上位目標は、プロジェクトで構

築された包括的 NCD 管理モデルが全国の HLC、１次・２次医療施設で実施され、同時に疾

病発症傾向のサーベイランスを行うことで介入策の進捗状況を評価し、戦略の見直しに反映

させるものであり、スリランカ政府の NCD 政策の重点項目である早期発見・早期治療の強

化及びサーベイランス強化の観点から、また、プロジェクト目標からのロジックの点からも

適切であるといえる。適切なモデルが構築され、プロジェクト終了後もスリランカ側により

活動が継続されれば、上位目標は達成されるものと考えられる。プロジェクトで策定された

ガイドラインに従い NCD 管理が実施されている２次医療施設の割合が、上位目標の指標と

して設定されている。プロジェクト開始後に、全国の対策状況を把握したうえで、指標の数

値設定することが望まれる。
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（２）その他のインパクト

プロジェクトの実施により、いくつかの正のインパクトが想定される。対象基幹病院

（BH）の地域中核病院としての役割や効率性を強化することで、これまで病院に試薬や医薬

品が不足した場合に、近隣の私立病院などで患者が自己負担をしていた基礎検査や基礎医薬

品の供給体制が改善されることになり、特に貧困層において NCD 治療を継続するケースが

増えることが予想される。機能強化により BH を利用する患者が増えるとともに、１次医療

施設との連携強化により、資源不足により患者の活用が少なかった１次医療施設の利用割合

が増えることが期待できる。同時に、これまで患者が過度に集中していた３次医療施設の負

担が緩和され、３次医療施設の保健医療サービスの質の低下を防ぐことが期待される。

負のインパクトは特に予想されていない。

３－５　自立発展性

プロジェクト期間中に構築された実施体制が機能・継続し、関係者から成果が認知されれば、

持続性は見込まれる。

（１）政策・制度面

政策面では、NCD 対策に関する支援は、現行の国家開発計画、保健マスタープランの対

象期間である 2016 年までは十分に実施が継続されていくと考えられる。なお、不安定要素

としては、これらの政策の目標期限が過ぎること、2016 年に大統領選挙を控えていること

があるが、NCD に関しては対応に時間を要する課題であることやスリランカ保健分野の中

でも大きな負担がかかっていることから、政策面でも継続した対応がなされることは予想さ

れる。

（２）財政・組織面

NCD 対策を重点課題のひとつと位置づける現在の政策が継続されれば、MoH 及び州保健

局からの予算は今後も増加することが見込まれる。

組織面では、MoH において次官を中心として NCD 対策を集中的に検討する NCD ステア

リングコミッティやテクニカル・ワーキンググループが組織され定期会合が実施されている

ため、本プロジェクトで策定するモデルが同委員会で承認されれば、モデルの普及は確実と

なることが見込まれる。また、NCD 政策の下、県保健局レベルにおいて NCD Cell の設置が

進んでおり、実施体制はプロジェクト実施後も維持される可能性が高い。

財政面では、健診の実施及び BH とのネットワーク構築により、医薬品・検査試薬の需要

が大幅に増えることが見込まれる。しかし、「プライマリ・ヘルス・ケアにおける NCDs 管
理ガイドライン」に示された治療の採用により、これまで薬剤治療を受けていた初期段階の

患者に対しては、保健指導による経過観察が導入されるため、ある程度医薬品の処方は制限

されることが予測される。財政面の持続性を確保するためには、プロジェクト期間中から医

薬品・検査試薬などの消耗品は MoH 及び州保健局の予算内で対応できる範囲の活動とする

ことが必要である。
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（３）技術面

技術面に関しては、カウンターパート機関である MoH や州・県保健局のモチベーション

はおおむね高く、プロジェクトで得た技術やノウハウを継続していく意思があると思われ

る。ただし、主要カウンターパートの人事異動が頻繁に起こる現状より、新たに配置された

職員がこれまでの活動を継続していけるよう体制を整えることも課題である。
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第４章　実施協議の概要

４－１　背景・経緯

詳細計画策定調査に係る M/M は、2012 年 12 月 21 日に署名・交換されたが、プロジェクト実

施までに双方準備を行う事項、事前評価等により詳細を検討する事項があったため、現地 JICA 
事務所を通じて MoH と協議を行った。その結果、日本側、スリランカ国側双方でプロジェクト

の合意文書（R/D）内容が確認され、2013 年 10 月 22 日付で署名・交換が行われた。

４－２　協議概要と結果

スリランカ側との協議及び本邦における事前評価や関係者との協議の結果、R/D に特記事項と

して付記された事項は以下のとおり。

①　NCD 対策の潮流との整合性

NCD 対策に関する非感染性疾患は世界的な取り組みが進みつつあり、第 66 回の世界保健総

会で活動進展のモニタリングのためのフレームワークや世界的な目標の設定の設定などが行わ

れている。スリランカ政府も国際的な潮流に整合性を保ち、他のパートナーも本分野への協力

に関与しつつあることから、協調関係を構築・維持したうえで協力を行う。

②　スリランカ政府のコミットメント

スリランカ政府は、NCD スクリーニングのための HLCs の全国展開、一般住民に対する健

康増進や NCD 高リスク群に対する健康教育、さらには政策・規則の制定など高いコミットメ

ントを示しており、本プロジェクトもスリランカ政府の取り組みのひとつである。スリランカ

側、日本側双方は、NCD 対策は長い時間を要するうえに患者数も増加していくことが見込ま

れるため、スリランカ政府は NCD 対策に対して政策的にも財政的にも、特に全国展開がされ

た HLCs や患者治療薬について、継続的にコミットしていくことを確認した。

③　将来的な全国展開

本プロジェクトは 4 つの州を対象地域として実施されるものの、NCD 対策はスリランカの

国家的な健康課題である。上位目標で掲げられるとおり全国での NCD 対策の向上には十分に

留意して行うことを確認した。プロジェクトにて開発されるモデルは、関係者の役割、実施者

の能力、利用可能な資源や諸所の要因を考慮されたうえで、スリランカに広く適用でき、拡大

のための現実的な計画が含まれるものとする。

なお、これら 3 点のほかに詳細計画策定時の M/M 調整時には、財務計画省対外援助局からは

日本が整備を支援した３次病院の本プロジェクトへの取り込みに関する意見があったが、その観

点は 3 点目の全国展開の文脈の中で考慮していくものとする。



付　属　資　料

１．対象 BH の現況

２．討議議事録（R/D）

３．詳細計画策定調査ミニッツ（M/M）



対象 BH の現況

2012 年 10 月末現在

病院名 Kalwanchikudy Warakapola Galgamuwa Teldeniya

一
般
情
報

州 Eastern Sabaragamuwa North Western Central

県 Baticaloa Kegalle Kurunegala Kandy

診療圏人口 250,000 250,000 300,000 304,709

外
来
・
ク
リ
ニ
ッ
ク
・
病
棟

病床数（2012 年 10 月末時

点）

141 138 131 87

病床占有率（2011 年） 80％ 62％ 68％ 44

外来受診者数（2011 年） 122,766 166,793 92,735 80,088

入院患者数（2011 年） 13,079 14,723 11,966 6,716

分娩数（2011 年） 275 41 415 91

メディカルクリニック

（平均患者数 / 回）

火・金 18 回 / 月 木 火 4 回、木 2 回

（250 人）

糖尿病クリニック 木 4 回 / 月 月 木 2 回（200 人）

精神疾患クリニック 水（医師・カウン

セラー）・土（カ

ウンセラーのみ）

8 回 / 月 4 回 / 月 月・水（50 人）

その他 NCD 関連クリニッ

ク

なし なし 肥満クリニック：

1 回 / 月
なし

虚血性心疾患による入院患

者数

110 298 33 112

脳卒中による入院患者数 12 25 102 84

高血圧による入院患者数 108 495 219 210

糖尿病による入院患者数 88 385 222 155

リ
フ
ァ
ー
／
搬
送
情
報

救急車数 2 1 2 1

３次病院への搬送数

（月当たり）

240 114 176 142

３次病院への主な搬送理由 交通事故、中毒、

血液検査（2 つ以

上の場合）、心筋

梗塞

機材不足と専門医

（外科）への紹介

主要な外科手術、

CT スキャン、ICU
ケア、未熟児ケア

尿細管性アシドー

シス（RTA）、ゾウ

との接触事故、初

出産、中絶

ICU ケア（心臓発

作、中毒）、Ｘ線

写真、リスクの高

い出産

搬送先３次病院名 TH Batticaloa GH Kegalle, TH 
Kandy, NH Sri 
Lanka

TH Kurunegala TH Kandy

３次病院までの距離 30km 45km, 2.4km, 
236km

67km 26.5km

搬送所要時間 50 分 23 分 , 13 分 , 118
分

90 分 35 分

１次医療施設からの搬送数

（月当たり）

50 回 / 月 なし 不明 未回答

１次医療施設からの搬送状

況記録システムの有無

なし なし なし なし
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医
薬
品
供
給
状
況

MSD の承認・供給状況 90％承認

60％実際の供給

50％以下 70% 50% 以下

RMSD から配達される回数

（年当たり）

毎月 1 回程度 10 回 6 回 10 回

RMSD へ受け取りに行く回

数

（年当たり）

毎週 1 回程度 60 回 36 回

（TH へ

患者搬送時）

月 2 回

他施設への薬の融通状況 緊急を除きなし 40 回 なし 月 1 回

在庫不足が発生した医薬品

数（2011 年）

1 ～ 10 品 31 品以上 31 品以上 1 ～ 10 品

在庫不足が最も深刻だった

医薬品（2011 年）

Metformin（抗糖

尿病薬）、Enalapril
（抗高血圧薬）、

Thyronine（甲状腺

疾患薬）

無 Mixtard Insulin （長

時間作用性イ

ンスリン）、Inj.
Enoxaparin（抗凝

固薬）、Atorvastatin
（抗脂質代謝異常

症薬）、Enalapril
（抗高血圧薬）、

Metformin（抗糖尿

病薬）

毛細血血糖測定用

ストリップ、持続

性統合失調症治療

剤

医
薬
品
管
理

PC の有無 有 無 有 無

在庫表の有無 調剤薬局、在庫管

理室、病棟に有

調剤薬局、在庫管

理室、病棟に有

調剤薬局、在庫管

理室、病棟に有

調剤薬局、在庫管

理室、病棟に有

検
査
室

生化学自動分析装置 無 無 無 無

生化学半自動分析装置 有（未使用） 有 有 無

HbA1C 検査の実施許容数 実施なし 実施なし 実施なし 実施なし

総コレステロール検査の実

施許容数（1 日当たり）

実施なし 実施なし 10 実施なし

MLT 認可数 3 5 5 6

MLT 配置人数 1 2 3 1
H

LC 実施日 月

2012 年 6 月開始

木 月

2012 年 9 月開始

実施なし

スクリーニング参加人数

（1 回当たり）

15 18-20 15 実施なし

スクリーニング実施職員人

数

4 名：看護師長、

看護師 2 名、マイ

ナースタッフ 1 名

必要に応じて外来

医師が対応

3 名：NCD 担当医

師、NCD 担当看

護師、マイナース

タッフ

3 名：看護師 2 名、

マイナースタッフ

1 名

実施なし

保健指導実施の有無 無 有 有 実施なし

保健指導実施職員 無 NCD 担当医師、

NCD 担当看護師

医師、看護師 実施なし

使用機材 身長体重計、水銀

血圧計、グルコ

メーター

体重計、水銀血圧

計、グルコメー

ター

身長体重計、水銀

血圧計、グルコ

メーター

身長体重計、水銀

血圧計、グルコ

メーター
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H
LC

実
施
状
況

使用教材 登録簿、保健講話

記録、高リスク登

録簿、IEC 教材

CVD リスクチャー

ト、登録簿、フォ

ローアップ登録

簿、月毎報告書

CVD リスクチャー

ト、BMI 計算シー

ト、登録簿、フォ

ローアップ登録

簿、招待状、IEC
教材

CVD リスクチャー

ト、BMIチャート、

登録簿、IEC 教材、

PMR

その他 空腹時血糖ではな

くランダム血糖を

測定。OPD にてリ

クルート。職場健

診をモバイルで実

施。

特になし 参加者のリクルー

トメントが難しい

職員不足により医

師、看護師、マイ

ナースタッフを配

置できない。

キ
ャ
ッ
チ
メ
ン
ト
エ
リ
ア
の
１
次
医
療
施
設

Divisional Hospital 1（Kallar） 2（Beligala,
Mahapallegama）

6（Meeglawa,
Mahanameriya,
Giribawa,
Ehetuwewa,
Ataragalla,
Rajanganaya）

3（Dunhinna,
Madamahanuwara,
Narampanawa）

Primary Medical Care Unit 3 （Kaludavalai,
Palugamam,
Mantur）

5（Niyadurupola,
Galapitamada,
Narangoda,
Nelumdeniya,
Alagama）

1（Usgala） 2（Makuldeniya,
Dunuwila）

HLC 設置状況 なし。今後優先的

に開始することを

県保健局長、

MO/NCD 了承。

全 DH、2 PMCU
（Galapitamada,
Algama）及び

2 MOH
（Warakapola, 
Galigamuwa）で

実施中。MOH は

コミュニティスク

リーニング。

全施設で実施中。 なし。他の優先

業務があるため、

2013 年中に優先

的に開始すること

は難しい。

（MO/NCD 談）

その他 2013 年 1 月以降

現在唯一配置され

ている専門医（1
名）が転出予定。

院長は 2 年後に離

任の可能性有。

2013 年までに対象

地域全施設で HLC
稼働可能。県内他

35 施設で HLC 実

施中。一部施設

ではスペースがな

く、マンパワーや

モチベーションの

低さが課題となっ

ている。（MO/NCD
談）

現 MO/NCD は異

動希望を出してい

る。

県内では他 5 施

設で HLC を実施

中。マンパワーや

スペースが課題。

（MO/NCD 談）
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３．詳細計画策定調査ミニッツ（M/M）
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